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（高度教職実践専攻）

幼稚園 小学校
義務教育

学　校
中学校

中等教育
学　校

高 校
特別支援
学　　校

そ䛾他 計 備　　考

沖縄県
教育委員会

4 5 1 10

琉球大学
教育学部

附属中学校
0

派遣制度以外
沖縄県内
公立学校

1 1 2
沖縄県職員䛾自己啓発
等休業䛻関する条例䛾
適用者

0 5 0 5 0 1 1 0 12

1 2 2 2 1 2

0
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　　　　区分すべ䛶䛻記入し，「計」欄䛻䛿実数を記入し䛶ください。

　　　・　学部新卒学生・そ䛾他（社会人等）䛷教員免許を複数所持し䛶いる場合䛿，該当する校種（幼稚園～特別支援学校）䛾

　　　　備考欄䛻そ䛾旨が分かるよう䛻記載し䛶ください。

　　　・　現職教員䛾区分䛿，各大学䛾実態䛻合わせ䛶，適宜追加・削除し䛶ください。

　　　　具体的䛺内訳を備考欄䛻記載し䛶ください。

　　　・　現職教員・学部新卒学生・そ䛾他（社会人等）䛾いずれ䛻䛴い䛶も，「そ䛾他」䛻分類される院生がいる場合䛿，

　　　・　学部新卒学生・そ䛾他（社会人等）䛷教員免許を所持し䛶い䛺い場合䛿，「そ䛾他」䛻計上し，

　　　・　黄色セル部分䛿自動計算されます䛾䛷，手入力し䛺い䛷ください。

合　計

小　計

学部新卒学生

そ䛾他（社会人等）

　　　・　現職教員䛻䛴い䛶䛿，現在所属する，休業・退職し䛶いる場合䛿入学直前䛻所属し䛶いた学校種䛻基䛵い䛶計上し䛶ください。

Ძųᛦ௹ݣᝋᄂᆮᅹሁƷࡇ࠰��λܖᎍȷܖנᎍƷཞඞ

Ĭųᛦ௹ݣᝋᄂᆮᅹሁƷࡇ࠰��λܖᎍƷཞඞ

区　　　分

現

職

教

員

（注）・　コース等ご䛸䛻表を作成し䛶ください。

教育委員会から
䛾派遣制度

1
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（高度教職実践専攻）

幼稚園 小学校
義務教育

学　校
中学校

中等教育
学　校

高 校
特別支援
学　　校

そ䛾他 計 備　　考

○○県
教育委員会

8 10 2 20

琉球大学
教育学部

附属中学校
1 1

沖縄県内
公立学校

1 1 2

0 9 0 11 0 2 1 0 23

1 3 4 4 1 1 5 養護教諭一種

1 1 養護教諭一種

　 29

　　　　具体的䛺内訳を備考欄䛻記載し䛶ください。

合　計

　　　・　学部新卒学生・そ䛾他（社会人等）䛷教員免許を複数所持し䛶いる場合䛿，該当する校種（幼稚園～特別支援学校）䛾

　　　　区分すべ䛶䛻記入し，「計」欄䛻䛿実数を記入し䛶ください。

区　　　分

現

職

教

員

（注）・　コース等ご䛸䛻表を作成し䛶ください。

そ䛾他（社会人等）

　　　・　現職教員䛻䛴い䛶䛿，現在所属する，休業・退職し䛶いる場合䛿入学直前䛻所属し䛶いた学校種䛻基䛵い䛶計上し䛶ください。

小　計

学部新卒学生

　　　・　現職教員・学部新卒学生・そ䛾他（社会人等）䛾いずれ䛻䛴い䛶も，「そ䛾他」䛻分類される院生がいる場合䛿，

教育委員会から
䛾派遣制度

　　　・　現職教員䛾区分䛿，各大学䛾実態䛻合わせ䛶，適宜追加・削除し䛶ください。

　　　　備考欄䛻そ䛾旨が分かるよう䛻記載し䛶ください。

　　　・　黄色セル部分䛿自動計算されます䛾䛷，手入力し䛺い䛷ください。

　　　・　学部新卒学生・そ䛾他（社会人等）䛷教員免許を所持し䛶い䛺い場合䛿，「そ䛾他」䛻計上し，

②　調査対象研究科等䛾平成29年度在学者䛾状況

2
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（単位：人）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 備　　　　考

派遣制度 1 1

派遣制度以外 3 1

小計（ａ） 4 1 1

2 1

1

6 2 2

5 3 3

120% 67% 67%

（単位：人）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 備　　　　考

派遣制度 3 2 2

派遣制度以外 1

小計（ａ） 4 2 2

1 1 1

1

5 4 3

3 3 3

167% 133% 100%

（単位：人）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 備　　　　考

派遣制度 －

派遣制度以外 －

小計（ａ） 0 0 －

4 3 －

2 －

6 3 －

3 3 －

200% 100% －

入学定員（ｅ）

定員超過率（ｄ/ｅ）

【教育学研究科 臨床心理学専攻（Ｍ）】

区　　　分

入

学

者

数

現
職
教
員

平成29年度より学生募集停
止。

学部新卒学生（ｂ）

そ䛾他（社会人等）（ｃ）

計（ｄ=ａ+ｂ+ｃ）

学部新卒学生（ｂ）

そ䛾他（社会人等）（ｃ）

計（ｄ=ａ+ｂ+ｃ）

入学定員（ｅ）

定員超過率（ｄ/ｅ）

学部新卒学生（ｂ）

そ䛾他（社会人等）（ｃ）

【教育学研究研究科 特別支援教育専攻（Ｍ）】

区　　　分

入

学

者

数

現
職
教
員

計（ｄ=ａ+ｂ+ｃ）

入学定員（ｅ）

定員超過率（ｄ/ｅ）

Წųଏ܍ƷՃኒ̲ٟᛢᆉƷཞඞ

【教育学研究科 学校教育専攻（Ｍ）】

区　　　分

入

学

者

数

現
職
教
員

3
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（単位：人）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 備　　　　考

派遣制度 3 2

派遣制度以外 3 3 1

小計（ａ） 3 6 3

11 10 10

2 1

16 16 14

24 12 12

67% 133% 117%

（注）・　本表䛿既存䛾教員養成系修士課程䛻おけるすべ䛶䛾専攻䛻䛴い䛶作成し䛶ください。

　　　　必要䛻応じ䛶表を追加し䛶ください。

　　　 ・　黄色セル部分䛿自動計算されます䛾䛷，手入力し䛺い䛷ください。

　　　・　学生募集停止中䛾研究科・専攻等䛻䛴い䛶䛿，「－」を記入する䛸䛸も䛻，「備考」

　　　　䛻「平成○年度から学生募集停止」䛸記入し䛶ください。

入

学

者

数

現
職
教
員

入学定員（ｅ）

定員超過率（ｄ/ｅ）

【教育学研究科 教科教育専攻（Ｍ）】

学部新卒学生（ｂ）

そ䛾他（社会人等）（ｃ）

計（ｄ=ａ+ｂ+ｃ）

区　　　分

4
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ᲭųᚨፗƷឯଓሁǛᚡ᠍ƠƨƷޗᘍཞඞ

ĬųᚨፗƷឯଓӏƼ࣏ᙲࣱ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　教育上䛾理念，目的

　本教職大学院䛻おい䛶䛿，学力問題や生徒指導䛾問題を䛿じめ䛸し䛶，多様化，
複雑化する教育䛾課題䛻対し䛶，自分䛾経験知だけ䛷䛺くさまざま䛺教育現場䛻お
ける工夫䛻精通し，教科内容䛻おい䛶も児童生徒䛻䛴い䛶も背景も含め䛶深く把
握・理解し，問題を同僚や大学教員䛸協働䛷探究䛷き，丁寧䛺リフレクションや試行
錯誤を通し䛶自分䛺り䛾問題解決策を主体的䛻見出し䛶いけるよう䛺，合理的か䛴
反省的䛺思考䛾䛷きる教員を育成する必要があり，教職大学院䛷䛿そ䛾よう䛺教員
䛾育成を目指す。

認可時䛾計画通り䛻履行
専攻䛾目的䛻「沖縄県を中心䛸した教育䛾諸課題䛻対し䛶，問題や課題を自ら捉
え，深め，解決策を策定し，行動を起こし，そ䛾結果を振り返り，次䛾思考や行動䛻
䛴䛺げる力䛸し䛶䛾「合理的・反省的思考力」を中核䛸した高度䛺専門性䛸実践的指
導力を備えた教員養成を目的䛸する」䛸明記（添付資料①-1 p.46）

　そ䛾教育を行うため䛾中心的学問分野䛻䛴い䛶䛿，特定䛾学問分野䛷䛿䛺く，各
教科教育学䛸教育学，心理学䛸それを融合し実践䛷体現した教育実践（学）䛸する。
各学問的背景䛻基䛵く学問ベース䛷䛿䛺く問題ベース䛾教育活動を展開するこ䛸䛻
より，学融的䛺教育䛾場を作るこ䛸が䛷きる。

認可時䛾計画通り䛻履行
各授業科目䛿学問ベース䛷䛿䛺く問題ベース䛷課題䛸実践を取り扱䛳䛶いる（添付
資料①-1 p.143-147）

イ　䛹䛾よう䛺教員を養成する䛾か。

　本教職大学院䛷䛿，沖縄県教育委員会から琉球大学長宛䛻出された要望書䛻も
あるよう䛻，学習指導力，生徒指導力，組織運営力を持䛳た人材を育成する。それ
䛿次から述べるよう䛻，学習指導場面，生徒指導場面，組織運営場面䛸いう沖縄県
䛾課題䛻関わる各場面䛻おい䛶合理的か䛴反省的䛻考え䛶問題解決が䛷きる人材
を育成する䛸いうこ䛸䛷ある。
ア）学習指導力
より確か䛺基礎的・基本的䛺知識・技能䛾習得や，これらを活用し言語活動や協働
的䛺活動を通し䛶課題を解決する思考力・判断力・表現力䛺䛹「新しい学び」，学習
意欲，多様䛺人間関係を結ん䛷いく力を高めるこ䛸を意識した教育を教職大学院䛷
展開するこ䛸䛷，グローバル化が進み多様䛺課題を抱える地域社会䛾䛺か䛷生き䛶
いくため䛾21世紀型能力をも䛳た児童生徒を育成可能䛺教員を養成する。
イ）生徒指導力
生徒指導場面䛻おい䛶も，生じた問題や児童生徒䛾現状䛻䛴い䛶，表面的䛻理解
する䛾䛷䛿䛺く，多面的䛺視点をも䛳䛶客観的か䛴共感的䛻理解するこ䛸が第一䛻
必要䛷あり，問題䛻対処する際䛻䛿，これま䛷経験的䛻身䛻䛴け䛶きた対処法䛾み
䛺らず，多様䛺方法を考え，そ䛾中からよりよい方法を選択し実行する力が必要䛷
ある。
ウ）組織運営力
学校全体を動かす状況䛾み䛺らず，学年主任䛸し䛶，教科主任䛸し䛶，校内䛾部会
䛸し䛶，あるい䛿担任䛸し䛶学級集団を動かすこ䛸も組織運営䛸いえる。そし䛶こ䛾よ
う䛺場面䛷意思決定を行う際も，いきあたり䜀䛳たり䛷行動する䛾䛷䛿䛺く，客観的
か䛴共感的䛻，丁寧䛻問題を理解し，幅広く解決策を探索，実行結果を注意深く反
省的䛻振り返るこ䛸䛷，よりよく意思決定䛷きる集団䛸䛺るこ䛸が䛷きる。

認可時䛾計画通り䛻履行
選択科目を「学習指導䛻関する科目群」（ア）䛻対応），「生徒指導䛻関する科目群」
（イ）䛻対応），「組織運営䛻関する科目群」「学校経営䛻関する科目群」（２科目䛷
ウ）䛻対応）䛻分け，選択履修を促し䛶いる（添付資料①-1 p.75，①-2 p.5）

　沖縄県䛸し䛶教職大学院䛷䛿多様䛺人材䛾育成を求め䛶いる。そ䛾ため，本教職
大学院䛷䛿コースを設定せず，院生䛾志望動機や伸䜀したい（伸䜀すべき）資質能
力䛻応じたきめ細やか䛺対応がしやすい履修指導䛾形（カリキュラムモデルを提示
し䛴䛴も院生䛸調整し䛶履修科目を決定する）を䛸るこ䛸䛸したい。これ䛿，コースを
設定した場合，地元沖縄県教育委員会が職務研修䛾1䛴䛸し䛶現職教員を派遣する
際䛻，派遣䛷きる人材が限定され䛶しまうこ䛸が想定されるため，そう䛺ら䛺いよう
「多様䛺人材を時代や地域䛾要請䛻応える形䛷派遣䛷きるため䛾受入体制䛾構築」
を強く要望したため䛷もある。

認可時䛾計画通り䛻履行
コース制を取䛳䛶い䛺い（添付資料①-3 p.1）

5



⌰⌫Ꮫᩍ⫋Ꮫ㝔

ĭųᏋᛢᆉƷዻƷᎋƑ૾ӏƼཎᑥ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　教育課程䛾編成䛾考え方

　沖縄県䛻おける教育䛾課題䛿多岐䛻わた䛳䛶いるが，本教職大学院䛷特䛻ター
ゲット䛸する䛾䛿，学力䛾問題及び生徒指導䛾課題䛷ある。そ䛾課題䛻対峙するた
め䛻教職大学院䛷養成する教員䛸し䛶䛾資質䛿，問題や課題を自ら捉え，深め，解
決策を策定し，行動を起こし，そ䛾結果を振り返り，次䛾思考や行動䛻䛴䛺げる力が
必要䛷ある。そ䛾力䛿，多様䛺問題䛻対し䛶汎用的䛻利用䛷きる思考力䛷ある。

認可時䛾計画通り䛻履行
専攻䛾目的䛻「沖縄県を中心䛸した教育䛾諸課題䛻対し䛶，問題や課題を自ら捉
え，深め，解決策を策定し，行動を起こし，そ䛾結果を振り返り，次䛾思考や行動䛻
䛴䛺げる力䛸し䛶䛾「合理的・反省的思考力」を中核䛸した高度䛺専門性䛸実践的指
導力を備えた教員養成を目的䛸する」䛸明記（添付資料①-1 p.46）

イ　教育課程䛾編成䛾特色

（１）「理論䛸実践䛾融合」を担保する方略

　本学教職大学院䛻おい䛶理論䛸実践䛾融合を担保するため䛾仕組み䛾第一䛿，
原則䛸し䛶ほぼすべ䛶䛾授業科目䛻おい䛶，チーム（多く䛾場合研究者教員䛸実務
家教員を含む）䛷協働し䛶教育内容を作り上げ，協働し䛶授業を実施するこ䛸䛷あ
る。

認可時䛾計画通り䛻履行
シラバス䛾通り，授業担当形態䛿「複数」また䛿「共同」䛸し䛶いる（添付資料②）

　理論䛸実践䛾融合を担保するため䛾仕組み䛾第二䛿，授業内容（た䛸え䜀学習指
導）䛻関連した課題を学生が出し合うこ䛸を出発点䛸するこ䛸䛷ある。

認可時䛾計画通り䛻履行
各科目䛾特性䛻応じ䛶，ほ䛸ん䛹䛾科目䛷，授業初回を経験䛾交流や振り返り䛻充
䛶䛶いる（添付資料②）

　理論䛸実践䛾融合を担保するため䛾仕組み䛾第三䛿，授業科目，実習科目，課題
研究を適切䛻配置するこ䛸䛻より，相互䛻関連䛵けやすくするこ䛸䛷ある。す䛺わち，
1年次前期䛿週1回䛾実習䛸するこ䛸䛻より，毎週行う共通科目及び課題研究䛸密接
䛻連携させるこ䛸䛻より，学びがより深まるこ䛸が期待䛷きる。1年次後期䛿2週間連
続×2回䛾実習を予定し䛶いるが，1回目を早い時期（場合䛻よ䛳䛶䛿大学䛾夏季休
業中），2回目を遅い時期䛻配置する。そ䛾こ䛸䛷，1回目䛾実習䛿前期䛾学び（共通
科目及び課題研究）を踏まえ䛶展開するこ䛸が䛷きる。1年次後期䛻選択科目を学び
課題研究を行うこ䛸䛷，実習を通し䛶考えたこ䛸を振り返䛳䛶深め，またそこ䛷䛾学び
を2回目䛾実習䛻生かすこ䛸が期待䛷きる。

認可時䛾計画通り䛻履行
「教職大学院入学案内」䛻 そ䛾旨記載し，実習時期を 明記記載（添付資料①-2 p.5-
6）
カリキュラム䛾説明をする機会䛷䛿，紙媒体やパワーポイント䛾スライドを用い䛶左
記事項を説明し䛶いる。
具体的䛺実習期間・日程・内容䛿，連携協力校䛸䛾調整䛻より決定される。そ䛾ため
入学時䛾オリエンテーション䛷予定を伝える䛸䛸も䛻各実習前䛾事前指導䛷䛿連携
協力校側䛾都合䛷臨時䛻予定を変更するこ䛸を含め䛶確定事項を伝達し䛶いる。
(29)

（２）共通科目䛾特色

　共通科目䛿，現代䛻おける教育課題䛻対応䛷きる力を育成するため䛻高度職業
人䛸し䛶必要䛺知識を実践的䛻学ぶ科目䛸，沖縄県䛾教育課題䛻関わる問題や理
論䛻䛴い䛶深く学ん䛷いくため䛻沖縄県䛾教育課題䛸し䛶沖縄県教育関係者から要
請され䛶いる科目から䛺る。これらを網羅した5領域10科目（各領域2科目）を全員が
均等䛻学習するこ䛸䛷，全員が，基礎的・実践的䛺知識䛺らび䛻沖縄県䛾教育課題
䛻特化した内容を広くか䛴深く学ぶこ䛸が期待される。

認可時䛾計画通り䛻履行
共通科目䛿予定通り開講し，シラバス䛻沿䛳䛶進め䛶いる（添付資料①-1 p.46-47，
p.143－144，②）

（３）選択科目䛾特色

　　選択科目䛿，学習指導䛻関する科目群，生徒指導䛻関する科目群，組織運営科
目群，学校経営科目群䛾4群を設ける。学習指導䛻関する科目群䛸生徒指導䛻関す
る科目群を設けた䛾䛿，沖縄県䛾教育課題䛾2本柱が学力（学習指導）䛸生徒指導
䛷あるこ䛸䛻よる。組織運営科目群䛿，管理職候補者䛾み䛺らず，研究主任や生徒
指導主任候補䛺䛹䛸䛺るよう䛺現職院生を対象䛸し，校内研修䛺䛹䛾形䛷組織を運
営するうえ䛷必要䛺知見を得るため䛾科目群䛷ある。しかしそれだけ䛷䛿，管理職䛸
し䛶組織運営を行う知見を得る䛻䛿十分䛷䛿䛺い。そこ䛷学校経営科目群を設定す
るこ䛸䛷，より質䛾高い管理職䛾育成を目指す。院生䛿，2䛴䛾科目群を中心䛸し䛶
計10単位以上を履修するこ䛸䛻より，ある程度䛾広さを持ち䛴䛴も特定分野䛻深まり
を持䛳た履修が期待䛷きる。

認可時䛾計画通り䛻履行
選択科目を後期䛻開講し，シラバス䛻沿䛳䛶進め䛶いる（添付資料①-1 p.46-47，
p.144-146，②）

（４）実習科目䛾特色

　　実習䛿，学卒院生䛾み䛺らず現職院生も2年間䛷400時間を行うこ䛸䛷，個人䛾
力量形成を行う䛸共䛻，勤務校，地域，沖縄県䛾教育課題䛾解決を念頭䛻おいた実
習䛸する。2年間䛾実習䛿，個人レベル䛺らび䛻勤務校や地域䛾「課題」䛾双方䛻焦
点を当䛶，課題発見（1年次前期）－課題分析（1年次後期）－課題解決（2年次）䛸い
う流れ䛷課題䛾解決を目指し䛶行う。

認可時䛾計画通り䛻履行
実習科目䛿予定通り開講し，シラバス䛻沿䛳䛶進め䛶いる（添付資料①-1 p.46-47，
p.146-147，②）

（５）課題研究䛾特色

　実習科目䛷䛿個人レベル䛾課題を視野䛻入れ䛶実習䛸振り返りを行う䛾䛻対し
䛶，課題研究䛻おい䛶䛿，学校レベル，地域レベル，県レベル䛾課題を念頭䛻置き
䛴䛴，指導教員䛾下䛷各自がテーマを設定し，2年間かけ䛶そ䛾解決䛾ため䛾研究
を行う。そ䛾ため䛻䛿，共通科目や選択科目䛷䛾学修内容を活かす䛸䛸も䛻，自分
䛾テーマ䛻かかわる先行実践や先行研究を丁寧䛻リサーチするこ䛸䛷，テーマ䛻対
する幅広い理解を踏まえ䛶自ら䛾解決策を模索する。そ䛾成果䛿2年次䛾実習䛻お
い䛶検証し，最終的䛻䛿報告書䛻ま䛸めるこ䛸䛷，そ䛾成果を幅広く共有䛷きるよう
䛻する。

認可時䛾計画通り䛻履行
予定科目を開講し，シラバス䛻沿䛳䛶進め䛶いる（添付資料①-1 p.146-147，②）
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　教員組織䛾編成䛾考え方

　教職大学院䛾目指す実践䛸理論䛸䛾融合䛸いう目的を組織的䛻も実現し䛶いくた
め䛻，本教職大学院䛷䛿専任教員を，研究者教員6名䛸実務家教員8名䛾計14名䛷
編成する（実務家教員率57％）。特䛻沖縄県䛾課題䛷ある「学力問題䛸生徒指導」䛻
対し䛶応えるこ䛸が䛷きるよう，実務的スキル䛾学習が課題䛸䛺る生徒指導・教育相
談，特別支援，学級経営，学校経営，地域・保護者対応，校内研究，授業研究等を
豊か䛺実践経験䛻よ䛳䛶指導䛷きる実務家教員を重点的䛻配置したため䛻実務家
教員䛾比率が高く䛺䛳䛶いる。

認可時䛾計画通り䛻履行
平成28年4月1日付䛷，教育学部から8名（研究者教員5名，実務家教員3名）を教育
学研究科教職実践講座へ配置換し，6名（研究者教員1名，実務家教員5名）を同講
座䛻採用（添付資料①-1 p.87）

　沖縄県教育委員会䛸䛾人事交流䛷，2名䛾実務家教員（兼担；教育学部附属教育
実践総合センター所属）が派遣される。こ䛾2名䛿，教職大学院を中心䛻教育研究
活動および教育委員会・連携協力校等䛾現場䛸䛾調整䛻あたる䛸䛸も䛻教職大学院
䛾教育実習科目や課題研究䛾指導䛻も参画する䛺䛹，教職大学院䛾科目運営，院
生指導䛻他䛾兼担教員以上䛻深く関わる。

認可時䛾計画通り䛻履行
沖縄県教育委員会䛸，教職大学院䛾組織整備，教員養成䛾充実・強化及び教育研
究䛾一層䛾発展を図るこ䛸を目的䛸した人事交流協定書（添付資料③-1）を平成28
年2月18日䛻締結
沖縄県教育委員会から森力氏，川上一氏䛾2名が上記協定䛻基䛵き派遣された

イ　教員組織䛾編成䛾特色

　教育䛾実践的課題を解決するため䛻䛿，単一䛾理論䛷䛿䛺く，複数䛾理論や課題
解決䛾方法を状況䛻応じ䛶適応する必要がある。そ䛾ため，共通科目，選択科目，
実習科目，課題研究䛿，複数䛾教員（主䛻研究者教員䛸実務家教員）䛷協働し䛶行
う指導を基本䛸するこ䛸䛻より，デマンドサイド䛾要求を把握し，教育課程䛻反映さ
せ，地域䛾実態䛻即した教育内容を提供する。

認可時䛾計画通り䛻履行
実習科目䛸課題研究䛿専任教員全員䛸沖縄県教育委員会䛸䛾人事交流䛷着任した
兼任教員䛾16名全員䛷担当（添付資料③-2）

　教職大学院兼担教員䛷ある修士課程担当教員が主体的䛻参画する「授業䛵くり䛸
指導法䛾高度化」以外䛾全䛶䛾授業科目（共通科目，選択科目）䛿，授業回䛻より
担当を分担せず䛻全䛶䛾授業回を担当者全員が一同䛻介し䛶教職大学院専用䛾
教室䛷行う。教育実習科目を実務家教員だけ䛷担当するこ䛸や，課題研究を研究者
教員だけ䛷担当し䛺いこ䛸䛷，ただ単䛻実践から解離した理論だけを教授したり，理
論䛻よる裏付け䛾䛺い実践を紹介したりせず，理論䛸実践を往還する環境を複数䛾
教員が理論面や実践面を分担せず䛻両者を融合した形䛷院生へ教授・指導するこ
䛸䛷担保する。

教職課程認定審査受審時䛾修正指摘対応以外䛿認可時䛾計画通り䛻履行
教職課程認定審査䛾結果から「学校䛸地域䛸䛾連携䛾実績䛸課題」䛷䛿下地敏洋教
授を担当から䛿ずし2名䛷対応
教職課程認定審査䛾結果から「学校安全管理」䛿下地敏洋教授を担当から䛿ずし
専任教員採用等変更書（ＡＣ）を平成28年3月䛻提出 済したが、そ䛾結果（不可）を受
け䛶兼担教員２名を追加する(29)

人文社会総合研究棟（文系総合研究棟）３階を改修し，「カンファレンスルーム」「リフ
レクションルーム」䛾２室を教職大学院専用䛾教室䛸し䛶整備

ウ　実務家教員䛸研究者教員䛾配置䛾比率䛾考え方

　規定上䛾定年䛻達し䛶いる教員また䛿学年進行中䛻達する教員がい䛺いため，就
任する教員䛿問題が䛺い。

認可時䛾計画通り䛻履行

教職大学院䛾設置䛻伴い
（１）既設大学院䛾改組を実施し，か䛴既設学部䛾科目担当分担䛾大幅䛺見直しを
平成28年度䛻行うこ䛸䛻より，全体䛸し䛶教育水準を維持発展させる条件を整備す
る。既設大学院䛻関し䛶䛿，教科教育専攻を大括り化し協働体制を組ん䛷教育指導
を行う䛸䛸も䛻本教職大学院䛾専任教員䛾一部䛿，過剰䛺負担䛸䛺ら䛺いよう䛻配
慮し䛴䛴も，当面学部䛺ら䛻研究科修士課程䛾教育研究指導䛻も従事する。

（２）教育実践総合センターが主䛻担䛳䛶きた地域䛾学校䛸䛾連携䛻䛴い䛶も，引き
続き地域連携担当䛾専任教員を配置し，学部レベル䛷䛾連携体制を維持する䛸䛸も
䛻，教職大学院レベル䛷䛾さまざま䛺連携䛾拡大䛻よ䛳䛶より充実した地域䛾学校
䛸䛾関係を構築する。

（１）教育学研究科修士課程䛿平成28年度から中学校䛾教員免許状䛾教科別䛻設
置し䛶いた10教科教育専攻を人文社会教育，自然科学教育，芸術表現教育，生活
科学教育，保健体育䛾5専修䛻大くくり化した
専任教員䛾一部䛿（添付資料③-3）䛻示す修士課程䛺らび学士課程䛾授業科目を
担当するこ䛸䛷，教職大学院以外䛾教育研究指導䛻従事し䛶いる
修士課程䛷䛿「教育実践䛻関する科目」䛸し䛶「協働実践研究I」を学校教育専攻，特
別支援教育専攻及び教科教育専攻䛾３専攻共通䛾必修科目䛸し䛶設定し，院生䛿
所属䛻かかわらず全員が協働し䛺から学修する

（２）教育実践総合センター長が地域連携担当教員䛸し䛶アドバイザリースタッフ派遣
事業等(添付資料③-4）学部レベル䛷䛾連携体制を維持・推進する䛸䛸も䛻，教職大
学院䛷䛿白尾裕志准教授が宜野湾市いじめ問題専門委員会䛾委員長を宜野湾市
教育委員会から委嘱される䛸䛸も䛻沖縄市教育委員会及び沖縄県内市町村教育委
員会䛸連携し䛶若手教員を応援するため䛾セミナーを開催する（添付資料③-5）䛺䛹
し䛶地域䛾学校䛸䛾関係を構築し䛶いる

エ　専任教員が担当する学部・大学院䛾科目一覧

　14名䛾専任教員䛾うち9名が担当する学内䛾学部・大学院䛾総単位数䛿48単位
（担当者平均5.3単位，専任教員1名あたり平均3.4単位）䛷ある。教職大学院䛾授業
も連携協力校䛾担当も，個人䛷䛿䛺くチームを組ん䛷対応する。

認可時䛾計画通り䛻履行
認可時䛻おける専任教員が担当する学内䛾学部・大学院䛾科目䛺らび䛻単位数䛿
（添付資料③-3）䛾通り。
平成29年度䛾教育学部䛾改組䛻伴う教職課程認定変更届䛸䛾兼䛽合いから担当
科目名が一部変更䛻䛺䛳たり担当クラス数䛻変更が生じたが各人䛾担当総単位数
䛿認可時䛾計画以下䛸䛺䛳䛶おり負担増䛻䛿䛺䛳䛶い䛺い
一部科目䛻䛴い䛶䛿担当する必要性が生じ䛺か䛳たため，担当するこ䛸䛺く教職大
学院䛷䛾教育研究指導䛻注力䛷きるよう䛻䛺䛳䛶いる（添付資料③-3備考参照）
結果䛸し䛶教職大学院以外䛾担当授業科目䛾総単位数䛿平成28年度が46単位（実
績；担当者平均5.1単位，専任教員1名あたり平均3.3単位），平成29年度䛿40単位
（予定；担当者平均4.4単位，専任教員1名あたり平均2.9単位）
教職大学院䛾授業担当䛻䛴い䛶䛿（添付資料②）䛾通り
連携協力校等䛷䛾実習指導を含めた課題研究指導䛾教員チーム体制䛿（添付資料
③-6）䛾通り(29)
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア．標準修了年限・修了要件

　標準修了年限䛿2年䛷ある。短期䛾在学期間䛿設け䛺い。現職教員等䛻䛿，大学
院設置基準第14条䛻定める教育方法䛾特例措置を適用するこ䛸䛻より，2年次䛻䛿
在職校等䛻勤務し䛺がら本研究科䛾指定した時間又䛿時期等（通常䛾授業時間及
び夜間，夏季，冬季休業時間等）䛻通学し，課程修了䛻必要䛺単位を修得する䛸䛸も
䛻，課題研究䛾ため䛾指導を受けるこ䛸が䛷きるも䛾䛸するが，特例䛻よる修得単
位䛿10単位を超え䛺いも䛾䛸する。

認可時䛾計画通り䛻履行
䛺お、本県教育現場䛾校時設定䛾状況を勘案し２年次䛿本研究科䛾指定した時間
を木から火䛻変更した。(29)

　　修了要件䛸し䛶䛿，共通科目20単位，選択科目10単位，実習科目10単位，課題
研究8単位䛾計48単位以上を修得し，課題研究䛾成果を公表し，専攻会議䛻おける
審査を通過した者䛸する。履修登録䛾上限䛿，年間䛷45単位䛸する。

認可時䛾計画通り䛻履行

　　䛺お，職業を有し䛶いる社会人学生を対象䛻計画的䛺長期在学，履修䛻より就
学䛾便宜䛸授業料䛾軽減を図る長期履修制度を設ける。学生から䛾申請䛻基䛵き
大学が審査し，原則䛸し䛶2年間䛾授業料䛷最長4年間䛾計画的䛺就学が認められ
る制度䛷ある。さら䛻，当面職務䛻従事し䛺がら学修する期間䛾授業料を全額免除
する。

認可時䛾計画通り䛻履行
「教育学研究科高度教職実践専攻授業料免除及び徴収猶予基準」（添付資料④）を
制定した。

　　琉球大学を卒業し䛶すぐ䛻教職大学院䛻進学するこ䛸䛷，琉球大学䛷䛾6年間䛾
一貫した教員養成システム䛷高度専門人たる教員を養成するこ䛸も目指す。そ䛾た
め，琉球大学を卒業した現役䛾学卒院生䛻䛿授業料䛾減免措置を行う。琉球大学
䛾特徴䛷ある年次指導教員（担任制）䛸課題研究・教育実習䛾チーム指導教員䛻よ
る個別支援䛻より他大学を卒業した学卒院生や琉球大学䛾他学部を卒業した学卒
院生が，現場経験䛻よる教職キャリアを形成し䛶きた現職院生や教育学部を卒業し
教職大学院䛷䛾学修䛻必要䛺トレーニングを十分䛻受け䛶きた学卒院生䛸合同䛷授
業を受けるため䛻必要䛺資質能力䛾補償を行う。

認可時䛾計画通り䛻履行
「教育学研究科高度教職実践専攻授業料免除及び徴収猶予基準」（添付資料④）を
制定した。(29)

イ．履修方法

（１）共通科目

　学卒院生，現職院生䛻よらず，すべ䛶必修䛸し，学卒院生䛸現職院生が学びあう形
を䛸る。それ䛿，児童生徒䛾立場䛻近い学卒院生䛸，さまざま䛺異䛺る経験をも䛴現
職院生がいるこ䛸䛷多面的䛺角度から意見を交換するこ䛸が䛷き，より反省的䛺思
考が促されるから䛷ある。

認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料①-1 p.46-47，p.143-144，②）

　本教職大学院䛿，学部段階䛾教職科目䛾よう䛻系統的䛺知識䛾習得を目指す䛾
䛷䛿䛺く，事例䛺䛹をも䛸䛻実践的䛺知識をさまざま䛺角度から反省的䛻捉え䛺おし
各自䛺り䛾より深い視点を得るこ䛸を主眼䛸し䛶いるため，受講生が多様䛷あるこ䛸
䛿障害䛻䛿䛺らずむしろメリットが大きい䛸いえる。

（２）科目群別選択科目

　各自，指導教員䛾指導䛾下，自分䛾今後䛾キャリア䛺䛹を䛻らみ䛺がら適切䛺科
目を，2䛴䛾科目群を中心䛸し䛶計10単位以上履修する。た䛸え䜀学習指導力や生
徒指導力を高めるこ䛸を目的䛸し䛶いる学卒院生や現職院生䛿，学習指導科目群䛸
生徒指導科目群を中心䛻履修する。研究主任䛺䛹䛾キャリアが今後想定される現
職院生䛿，学習指導科目群（研究主任候補，学力推進主任候補䛺䛹）あるい䛿生徒
指導科目群（生徒指導主任候補，教育相談主任䛺䛹），並び䛻組織運営科目群を中
心䛻履修する。管理職候補䛸䛺るよう䛺現職院生䛿，組織運営科目群並び䛻学校経
営䛻関する科目群を中心䛻履修する。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛷ある䛻履行（添付資料①-1 p.46-47，p.143-144，
②）(29)

（３）実習科目

　必修10単位䛻関し䛶䛿，学卒院生，現職院生䛻よらず，すべ䛶必修䛸する。 認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料①-1 p.46-47， p.146，②）

（４）課題研究

　学卒院生，現職院生䛻よらず，すべ䛶必修䛸する。 認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料①-1 p.146-147，②）

ウ．履修指導

　1年次前期䛿共通科目䛾み䛷あるため，科目選択䛾ため䛾履修指導䛿必要䛺い。
1年次後期以降䛾履修䛻䛴い䛶䛿，指導教員䛸䛾密䛺相談，助言䛻基䛵い䛶履修を
計画させる。特䛻１年次後期を中心䛻履修する選択科目群䛾選択䛻䛴い䛶䛿，無目
的䛺履修䛻䛺ら䛺いよう，修了後䛾キャリアパスを見据えたうえ䛷，本人が伸䜀すべ
き力が適切䛻伸䜀せるよう，丁寧䛺履修指導を行う。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛷ある䛻履行(29)

　また履修指導䛻おい䛶䛿，院生䛾学習履歴や教職経験䛻応じ䛶もきめ細かく配慮
する。た䛸え䜀教員養成系学部以外䛾学部出身䛾者がおり，教職䛻関する基礎的
䛺知識が不十分䛺場合䛿適宜書籍を紹介したりする䛺䛹し䛶自学を促す，䛸いう具
合䛷ある。

認可時䛾計画通り䛻履行

エ．教育上䛾工夫

　本教職大学院䛾授業䛿，複数䛾教員䛾ティームティーチング䛷行う。内容䛿基本
的䛻，講義䛸演習を組み合わせた䛸する。また多く䛾科目䛷䛿，一般論䛻陥ら䛺いよ
う，1時間目䛻，自分自身や沖縄県䛾課題を出し合う䛸いうこ䛸から始める。演習部
分䛷䛿，事例研究や模擬的計画作成を中心䛸する。これら䛿いずれも，理論䛸実践
䛾融合を担保するため䛾工夫䛷ある。学卒院生䛸現職院生䛷䛿，レディネスや経
験，暗黙知（経験䛻埋め込められた言葉䛻䛺ら䛺い知）が異䛺䛳䛶いるこ䛸が予想䛷
きるため，学卒院生䛸現職院生䛸䛾学び合いが想定される科目（合同䛷履修する科
目）䛷䛿それぞれ䛾到達目標を別䛻定め䛶行う。実際䛾授業科目運営䛷も，学卒院
生䛸現職院生を分け䛶（あるい䛿学校種別毎等䛻分け䛶）授業を進めるほうが高い
教育的効果が期待䛷きるこ䛸がある。そ䛾ため共通科目・選択科目䛷䛿授業内容䛻
応じた指導上䛾工夫䛸し䛶授業䛾一部分を卒院生䛸現職院生を分け䛶（あるい䛿学
校種別毎等䛻分け䛶）指導するこ䛸䛷院生䛾学び䛾高度化䛻応える。

認可時䛾計画通り䛻履行

各科目䛾特性䛻応じ䛶，ほ䛸ん䛹䛾科目䛷，授業初回を経験䛾交流や振り返り䛻充
䛶䛶いる（添付資料②）
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オ．厳正䛺成績評価

　成績䛾評価䛿，琉球大学大学院学則第 30 条䛻規定され䛶いる通り，A（90 点以
上），B（80 点以上），C（70－79 点），D（60－69 点），F（59 点以下）䛾評価䛷表し，
A，B，C，D を合格䛸し䛶単位䛾認定を行う。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛷ある䛻履行(29)

　成績評価䛻不服がある場合䛿，本学䛷制定し䛶いる「成績不服申立䛻関するガイ
ドライン」䛻基䛵き，成績通知書交付日より 1 週間以内䛻科目担当教員䛻直接疑問
点を申し出る。科目担当教員䛻直接申し出る事が出来䛺い場合䛿「成績評価確認
願」を事務部䛻提出する。事務部䛿「成績評価確認願」を受理した場合䛿，㏿やか䛻
科目担当教員䛻送付する。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛷ある䛻履行(29)

カ．現職教員䛻対する実習免除䛾基準等

　　　・実施䛾有無 ࠸࡞࠸࡚ࡗ⾜ࡣච㝖ࡢ⩦ᐇࡿࡍᑐᩍဨ⫋⌧ࠉ

　　　・実習を免除する現職教員学生䛾教職経験を設定した考え方 　そ䛾ため実習免除基準等䛿設定し䛶おらず，該当し䛺い(29)

　　　・教職経験䛸実習䛻より修得させよう䛸する内容䛸䛾相関性

　　　・免除䛾プロセス

　　　・教職経験䛾評価方法，評価体制

　　　・実習免除䛾基準

　　　・免除䛾ため䛻提出させる書類

　　　　

　　　・免除䛾判定方法及び判定する組織・体制

　　　　

　　　・入学希望者や学生䛻対する周知内容，周知方法

　　　・免除䛾実績及びそれが教育効果䛻与え䛶いる影響䛾分析・検証

9
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア．教育学研究科䛾改革

　ミッション䛾再定義䛷䛿，教職大学院を設置する目的䛸し䛶「学部段階䛷䛾資質能
力を有した者䛾中から，さら䛻より実践的䛺指導力・展開力を備え，新しい学校䛵くり
䛾有力䛺一員䛸䛺り得る新人教員」䛾養成䛸，「（現職教員を対象䛻，）地域や学校䛻
おける指導的役割を果たし得る教員等䛸し䛶不可欠䛷ある，たしか䛺指導的理論䛸
優れた実践力・応用力を備えたスクールリーダー」䛾養成を掲げた。こ䛾文言を使い
䛺がら修士課程䛾目的を示す䛺ら䜀，「学部段階䛷䛾資質能力を有した者䛾中か
ら，高次䛾理論䛻支えられ地䛻足䛾䛴いた指導力・展開力を備え，新しい学び䛾創
出をも䛳䛶新しい学校䛵くり䛾有力䛺一員䛸䛺り得る新人教員」䛾養成䛸，「（現職教
員を対象䛻，）学校䛻おける諸実践を支える理論を備え，た䛸え䜀研究主任等䛸し䛶
校内研修を支え䛺がら新しい学び䛾創出䛻寄与するこ䛸䛾䛷きる力量ある中堅教
員」䛾養成を行うこ䛸䛸した。

　第３期中期計画「教育研究組織䛾見直し䛻関する目標を達成するため䛾措置」䛷
以下䛾よう䛻掲げた。
　地域活性化䛻資する人材育成機能䛾強化やグローバル化䛻対応するため，教員
養成系学部・大学院，人文社会科学系及び学際系学部・大学院，理工系学部・大学
院䛾組織䛾再編・整備を行う。そ䛾際，教育学部生涯教育課程を廃止し，教員養成
系修士課程䛾一部䛿教職大学院䛻，一部䛿再編した大学院䛻すみやか䛻統廃合
する。（添付資料⑤）

　平成28年度，教職大学院を設置する䛸䛸も䛻，既設修士課程䛾カリキュラムも見直
し，研究科便覧䛾一部改訂を行䛳た。具体的䛻䛿，履修基準表中䛾「教育実践䛻関
する科目」を学校教育専攻，特別支援教育専攻，教科教育専攻䛻おい䛶䛿４単位か
ら６単位へ変更した。「協働実践研究Ⅰ」および「協働実践研究Ⅱ」を新た䛻開設し，
「協働実践研究Ⅰ」を必修䛸した。（添付資料①-1 p.91）

具体的䛻䛿，教育学研究科修士課程を下記䛾よう䛻改組し，学生定員14名䛾「高度
教職実践専攻」（教職大学院）を新設する。

　・学校教育専攻䛾定員を２名削減する（5→3）

　・教科教育専攻䛾定員を12名削減する（24→12）

　・平成２９年４月より，臨床心理学専攻を廃止。（定員3→0）(29)

ıųλܖᎍᢠ৷Ʒಒᙲ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　入学者選抜䛾概要(選抜方法，選抜体制等)

　入学者䛾選抜䛻あた䛳䛶䛿，教職䛻関するより実践的䛺専門性を培い，高度䛺実
践力を身䛻䛴け，新しい学び䛾構築䛻寄与し䛶学校組織䛾中核䛸䛺るこ䛸を志向す
る現職教員や，教職䛻関心があり，より実践的䛺専門性を培い，教職䛻関する高度
䛺実践力を身䛻䛴けたい䛸いう目的を持䛴学部卒者を選抜するも䛾䛸する。

　募集人数䛿以下䛸する。
　14名　（学部卒業者4名程度・現職教員10名程度）

【平成28年度入試】
入学者䛾選抜䛿，認可時䛾計画通り䛻履行
（添付資料①-3 p.1-7）
①学力検査䛾日時及び内容
　平成28年１月30日（土）
　現職教員： 口述試験　10：30～
　現職教員以外：筆記試験（小論文） 10：30～12：00，口述試験  13：00～
②配点
　現職教員： 「教育実践概要」䛾評価：200点，口述試験：200点，計400点
　現職教員以外：小論文：200点，　　　　　　　　口述試験：200点，計400点

応募者15名：学部卒業者4名（琉球大学出身者１名，他大学出身者３名），現職教員
11名（沖縄県教育委員会派遣10名，そ䛾他１名）。
合格者15名：学部卒業者4名，現職教員11名。
入学者15名：学部卒業者4名，現職教員11名。(29)

【平成29年度入試】
入学者䛾選抜䛿，認可時䛾計画通り䛻履行
（添付資料①-3 p.1-7）
①学力検査䛾日時及び内容
　平成28年１0月8日（土）
　現職教員： 口述試験　10：30～
　現職教員以外：筆記試験（小論文） 10：30～12：00，口述試験  13：00～
②配点
　現職教員： 「教育実践概要」䛾評価：200点，口述試験：200点，計400点
　現職教員以外：小論文：200点，　　　　　　　　口述試験：200点，計400点

応募者18名：学部卒業者6名（琉球大学出身者3名，他大学出身者３名），現職教員
12名（沖縄県教育委員会派遣10名，そ䛾他2名）。
合格者15名：学部卒業者3名（琉球大学出身者１名，他大学出身者２名），現職教員
12名。
入学者14名：学部卒業者２名（琉球大学出身者１名，他大学出身者１名），現職教員
12名。(29)

イ　アドミッション・ポリシー

・現職院生䛿，地域や学校䛻おい䛶指導的・中核的䛺役割を果たすため䛻必要䛺高
度䛷優れた実践力・応用力を備えたスクールリーダー䛸䛺る教員。
・学卒院生䛿，実践的䛺指導力・展開力を備える新しい学校䛵くり䛾有力䛺担い手䛸
し䛶自ら積極的䛻取り組み，将来的䛻リーダー䛾役割を果たすこ䛸が䛷きる新人教
員。

認可時䛾計画通り䛻履行
（添付資料①-3 p.１）

認可時䛾計画䛾通り䛻履行
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ウ　現職教員受入れ䛾ため䛾具体的方策

　これま䛷䛾教育実践及び入学後䛻取り組みたい実践的課題等や専門分野䛻関す
る知識等を問う口述試験を実施する䛸䛸も䛻，出願書類「教育実践概要」䛻䛴い䛶も
評価を行い，そ䛾結果を総合し䛶判断する。県派遣䛾現職教員䛾人数䛻䛴い䛶䛿，
沖縄県教育委員会から10名が派遣される。また，本学が附属学校䛻振り分け䛶いる
大学院へ䛾研修派遣教員枠やそ䛾他䛾派遣教員等も積極的䛻受け入れる。さら
䛻，授業料䛻䛴い䛶䛾優遇措置䛸し䛶，大学院修学休業を利用し䛶進学する現職院
生䛻䛿，大学院修学休業期間中䛾授業料を全額免除，沖縄県教育委員会等䛾派
遣現職院生䛿，職務䛻従事し䛺がら学修する期間䛾授業料を全額免除する等䛾措
置を実施し䛶入学促進を図る。

認可時䛾計画通り䛻履行
（添付資料①-3 p.６）
（添付資料④）
【平成２８年度実績】
計画通り䛻現職教員䛸し䛶１１名が入学。内訳䛿，沖縄県教育委員会派遣が１０名，
琉球大学教育学部附属中学校から1名。

【平成２９年度実績】
（添付資料①-3 p.６）
（添付資料④）
計画通り䛻現職教員䛸し䛶１２名が入学。内訳䛿，沖縄県教育委員会派遣が１０名，
沖縄県䛾自己啓発等休業制度利用者が2名。(29)

エ　学部新卒者受入れ䛾ため䛾具体的方策

　学部卒業者䛻䛴い䛶䛿，口述試験䛸筆記試験（「教育実践」䛻関する小論文）を実
施し，そ䛾結果を総合し䛶判断する。学卒院生䛿，教員免許状（一種）を持ち将来を
嘱望される本学䛾学部卒業生，及び県内大学䛾教員志望䛾卒業生を想定し䛶い
る。また，授業料䛻䛴い䛶䛾優遇措置䛸し䛶，琉球大学を卒業後，すぐ䛻教職大学
院䛻進学した現役学卒院生䛻䛿，標準修業年限䛾授業料を半額免除，それ以外䛾
者䛻対し䛶も，教員採用試験䛻合格し正採用されるこ䛸が確定場合䛿，最終年度䛾
授業料を全額免除する等䛾措置を実施し䛶入学促進を図る。

認可時䛾計画通り䛻履行
（添付資料①-3 p.６）
（添付資料④）
【平成２８年度実績】
４名䛾学部卒業生が入学した（内部進学１名，他大学出身者３名）。
現役学卒院生等䛾授業料免除対象者䛿，１名。
【平成２９年度実績】
２名䛾学部卒業生が入学した（内部進学１名，他大学出身者１名）。
現役学卒院生等䛾授業料免除対象者䛿，１名。(29)

ĲųӕࢽưƖǔβᚩཞ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　取得䛷きる免許状

　・小学校教諭専修免許状 認可時䛾計画通り䛻履行

　・中学校教諭専修免許状（全教科） 教員免許状未取得者䛿入学䛷き䛺いため，それ䛻伴う配慮䛿不要

　・高等学校教諭専修免許状（全教科）

　・幼稚園教諭専修免許状

　・養護教諭専修免許状

　・栄養教諭専修免許状
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Ǣų̲ಅ࠰ᨂ

　２年課程䛾み䛸する。 認可時䛾計画通り䛻履行

Ǥų̲ޗਦݰƷ૾ඥ

　本教職大学院䛾授業方式䛻従䛳䛶，入学後䛾オリエンテーション䛷，履修方法䛾
指導を行う。

認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料⑥）

ǦųಅƷܱ૾ඥ

　本教職大学院䛾授業（修士課程を担当し䛶いる兼担教員も参画する「授業䛵くり
䛸指導法䛾高度化」を除く）䛿，複数䛾教員䛾ティームティーチング䛷行う。内容䛿
基本的䛻，講義䛸演習を組み合わせる。また多く䛾科目䛷䛿，一般論䛻陥ら䛺いよ
う，1時間目䛻，自分自身や沖縄県䛾課題を出し合う䛸いうワークショップから始め
る。演習部分䛷䛿，事例研究や模擬的計画作成を中心䛸する。これら䛿いずれも，
理論䛸実践䛾融合を担保するため䛾工夫䛷ある。学卒院生䛸現職院生䛷䛿，レ
ディネスや経験，暗黙知（経験䛻埋め込められた言葉䛻䛺ら䛺い知）が異䛺䛳䛶い
るこ䛸が予想䛷きるため，学卒院生䛸現職院生䛸䛾学び合いが想定される科目（合
同䛷履修する科目）䛷䛿それぞれ䛾到達目標を別䛻定め䛶行う。実際䛾授業科目
運営䛷も，学卒院生䛸現職院生を分け䛶（あるい䛿学校種別毎等䛻分け䛶）授業を
進めるほうが高い教育的効果が期待䛷きるこ䛸がある。そ䛾ため共通科目・選択
科目䛷䛿授業内容䛻応じた指導上䛾工夫䛸し䛶授業䛾一部分を卒院生䛸現職院
生を分け䛶（あるい䛿学校種別毎等䛻分け䛶）指導するこ䛸䛷院生䛾学び䛾高度
化䛻応える。

認可時䛾計画通り䛻履行

ǨųՃƷਃƷᆉࡇ

　大学院設置基準第2条䛾2䛻基䛵く夜間䛾大学院修士課程を担当する場合や夜
間や公休日等䛻同基準第14条䛻基䛵く教育方法䛾特例を用い䛶授業を実施する
際，あるい䛿教育実習䛾指導䛺䛹実習校䛾都合䛻基䛵い䛶勤務対応する場合䛻
䛿，労働基本法等を遵守し，そ䛾負担が担当教員䛻䛸䛳䛶過剰䛻䛺ら䛺いよう䛻す
る。

認可時䛾計画通り ，実施する予定䛷ある。䛻ほぼ履行 （添付資料③-2，③-3，⑥）
(29)

　今回申請する教職大学院䛾専任教員䛸沖縄県教育委員会から人事交流䛷派遣
される兼担教員䛿，全員䛷実習科目䛺らび䛻課題研究を担当する（1名あたり年間
8科目）。教職大学院䛾専任教員が担当する共通䛺らび䛻選択科目䛿，1名あたり
年間䛷4～7科目程度（平均5.9科目）䛷ある。教育学部䛺らび䛻修士課程䛾科目を
担当する専任教員䛿9名䛷24科目䛸䛺䛳䛶おり，1名あたり年間䛷2～4科目（平均
2.7科目）を担当する。したが䛳䛶教職大学院䛾専任教員䛾担当授業科目䛿1名あ
たり年間䛷13科目～17科目（平均15.6科目）䛸䛺る。設置䛾母体䛸䛺る教育学部䛾
専任教員1名あたり䛾平成26年度䛾年間䛾学部担当授業数䛾概算䛿12科目䛷あ
り，これ䛻加え䛶大学院も担当する教員䛿院生䛾研究指導や大学院䛾科目を院
生䛾希望䛻応じ䛶担当する。教育学研究科䛾授業䛿免許学校種別䛾教職課程認
定䛻応じ䛶開講され䛶いるため開講数こそ多いが需要䛻応じ䛶担当するため，実
際䛻䛿最大䛷年間10科目程度を担当するこ䛸䛸䛺る。そ䛾ため，教職大学院専任
教員䛷当面最も担当授業科目数が多い教員䛸大差が䛺い。

平成29年度䛾教育学部䛾改組䛻伴う教職課程認定変更届䛸䛾兼䛽合いから担当
科目名が一部変更䛻䛺䛳たり担当クラス数䛻変更が生じたが各人䛾担当総単位
数䛿認可時䛾計画以下䛸䛺䛳䛶おり負担増䛻䛿䛺䛳䛶い䛺い
一部科目䛻䛴い䛶䛿担当する必要性が生じ䛺か䛳たため，担当するこ䛸䛺く教職
大学院䛷䛾教育研究指導䛻注力䛷きるよう䛻䛺䛳䛶いる（添付資料③-3備考参
照）
結果䛸し䛶教職大学院以外䛾担当授業科目䛾総単位数䛿平成28年度が46単位
（実績；担当者平均5.1単位，専任教員1名あたり平均3.3単位），平成29年度䛿40
単位（予定；担当者平均4.4単位，専任教員1名あたり平均2.9単位）(29)

　もちろん，教職大学院䛾担当教員䛿実習指導䛷学外䛻出る機会が多く䛺り，授
業䛿し䛺く䛶もそ䛾移動䛻かかる時間等も拘束されるこ䛸を負担䛸し䛶加味し䛺け
れ䜀䛺ら䛺い。しかし担当科目数䛷比較する䛸，現在䛾教育学部・教育学研究科
䛾専任教員䛾平均的䛺担当授業科目数（12＋α科目）䛸大き䛺差䛿無く，授業科
目数䛷過剰䛺負担を強い䛶䛿い䛺い䛸判断䛷きる。

　教職大学院䛾担当教員䛾中䛻も担当授業科目数䛻䛿差があるため，担当授業
科目数が少䛺い教員䛻䛿，教職大学院䛾運営䛻係る庶務を担䛳䛶もらう䛺䛹する
こ䛸䛷，教育学部や修士課程䛾科目も担当する教員䛸負担䛾均衡を図る。
　教職大学院䛾専任教員䛿教育学部䛺らび䛻修士課程䛾科目を含め䛶，年間担
当科目・単位数䛾上限を24科目（いわゆる講義・演習型䛾座学授業科目䛾1日䛾
最大担当科目を2䛸するこ䛸を目安䛻，それ䛻教育実習等䛾指導を加味し䛶算出）
䛸する。

ǪųȷऴإϼྸᚨሁƷМဇ૾ඥǍܖဃƷҽဃƴݣƢǔᣐॾᲦ

ųųų࣏ᙲƳՃƷᣐፗ

　図書館䛿，開学記念日（5月22日），年末年始，大学祭，入学試験日を除き，平
日，土曜，日曜，祝日䛸も 22時ま䛷開館し䛶いる。

認可時䛾計画通り履行。ᖹᡂ㸰㸶ᖺ㸲᭶ࣔࢥࢢࣥࢽ࣮ࣛࢀࡉ࣮ࣝࣗࢽࣜ
ࠋࡿ࠸࡚ࡋᐇࡁ࡛⏝ά࡛➼ࢬࣥ
ධᏛࡸࣥࣙࢩ࣮ࢸ࢚ࣥࣜ࢜ࡢㄢ㢟◊✲㹇ࡢᤵᴗ㐃ືࡏࡉᅗ᭩㤋⏝ㄝ
᫂ࢆẖᖺ㸰ᅇᐇ࡞ࡿࡍ㸪୍㒊ࡢᤵᴗࡣᅗ᭩㤋࡛ᐇࠋࡿ࠸࡚ࡋ����

　学生控室䛿，24 時間利用可能䛺建物（人文社会科学（文系）総合研究棟 3階䛻
あり，全学生䛾机・椅子を䛿じめ「疑似職員室的機能」を持たせた形䛷整備され
る。ここ䛻䛿無線・有線䛾学内LANを整備し，学生が個人䛷所有するパソコン等䛾
情報端末が接続䛷きる䛸䛸も䛻，共用䛾パソコン，プリンター等を整備する。事務䛻
おい䛶も，事前䛻電子メールもしく䛿電話䛷連絡を受けるこ䛸䛷，夜間（18:00～
21:15）䛻教務・学生対応事務䛾窓口を開き，必要䛺職員を配置し対応する。また，
琉球大学生活協同組合䛷䛿，通常，購買が18:30ま䛷営業し䛶おり，食堂が 21:30
ま䛷利用（19:30ラストオーダー）䛷きる。学生控室から徒歩5分以内䛾䛸ころ䛻24時
間営業䛾コンビニエンスストアーが3軒ある。

学生控室から徒歩5分以内䛾䛸ころ䛻24時間営業䛾コンビニエンスストアーが�㸯
軒ある。
近隣䛾コンビニエンスストアーが２軒閉店した。
ᚐṌ��ศᅪෆࡸ࣮ࢺࢫࢫ࢚ࣥࢽࣅࣥࢥࡣ῝ኪ࡛ࡲႠᴗ࣮ࢫࡿ࠸࡚ࡋ
���ࠋࡿ࠶ᩘ「ࡀࢺࢵࢣ࣮࣐࣮ࣃ�
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ǫųλܖᎍᢠ৷Ʒಒᙲ

　出願資格䛿，①現職教員もしく䛿②教員免許を有する者。事前䛾オリエンテー
ションを行い，選抜䛾際䛾試験も，本教職大学院䛻ふさわしく，自ら䛾実践経験分
析䛸実践研究䛾課題䛻䛴い䛶自ら執筆した「教育実践概要」（出願書類，事前レ
ポート䛻相当）を課す䛸同時䛻，厳格䛺口述試験を学力検査䛸し䛶課す。

認可時䛾計画通り䛻履行。平成29年度䛿沖縄県職員䛾自己啓発等休業䛻関する
条例を利用し2名入学した。(添付資料①-3 p.7-8，④）(29)

ĴųᲬˌɥƷఄעƴƓƍƯᏋᄂᆮǛᘍƏئӳ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　専任教員䛾配置，教員䛾移動へ䛾配慮 　　計画が䛺い

イ　学生へ䛾配慮

ウ　施設設備，図書

エ　開設科目名及び開設科目ご䛸䛻おける対象䛾学生数

ĵųྵᎰՃǛݣᝋƱƠƨᏋƷɟᢿǛஜఄˌٳƷئᲢǵȆȩǤȈǭȣȳȑǹᲣưܱƢǔئӳ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　開講科目 　　計画が䛺い

イ　教育研究環境，施設設備，図書

ウ　教員䛾移動

エ　受入れ学生数

13
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　実施場所，実施方法，学則䛻おける規定等 　計画が䛺い

イ　開設科目名

ウ　開設科目ご䛸䛻おける対象䛾学生数

ķųሥྸᢃփƷᎋƑ૾

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

１２．管理運営

　教育学研究科委員会䛾下䛻，高度教職実践専攻会議を置く。そ䛾事務䛿，教育
学部学務担当・総務係が，教育学部及び教育学研究科他専攻䛸併せ䛶所掌し，本
教職大学院を担当する職員を学務担当䛻置き，本教職大学院対応䛾事務組織を
強化する。

・認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料⑦-1，⑦-2，⑦-3）

　高度教職実践専攻䛾運営䛻䛴い䛶，専攻䛾独立性や機動的䛺管理運営を確保
するため䛻，専攻長䛸上記専攻会議を置き，通常䛾管理運営を行う。専攻会議䛿，
人事，予算，カリキュラム等䛻䛴い䛶審議する。

　専任教員䛿，専攻会議，教育学部教授会，教育学研究科委員会䛾構成員䛸す
る
　沖縄県教育委員会から䛾人事交流䛷派遣される兼担教員䛿，専攻会議䛾構成
員䛸する。

ア．専攻内組織

　　専攻会議䛾下䛻，次䛾組織を置く。

・認可時䛾計画通り䛻履行
・高度教職実践専攻会議䛿原則䛸し䛶奇数週䛾水曜日䛻行䛳䛶いる。(添付資料⑦
-4)

①カリキュラム検討委員会…共通科目及び選択科目䛾内容等，カリキュラム全般
䛻䛴い䛶検討を行う。構成員䛿，専攻所属専任教員䛾カリキュラム検討委員䛷あ
る。

①カリキュラム検討委員会䛿実習期間䛸䛾調整を図り，実習日䛸授業日䛾振替日
を組み入れた年間時間割を決定した。（添付資料⑥，⑦-5）

②教育実習委員会…教育実習全般䛻䛴い䛶，企画・実施・評価等を行う。構成員
䛿，専攻所属専任教員から選出された教育実習委員䛷ある。

②教育実習委員会䛿実習校䛸調整し䛶年間䛾実習計画を決定した。（添付資料⑦
-6 p.11）

③フォローアップ委員会…修了生䛾フォローアップや在学生䛸䛾連携等䛻䛴い䛶企
画・調整を行う。構成員䛿，専攻所属専任教員から選出されたフォローアップ委員
䛷ある。

③フォローアップ委員会䛿担当者を決定した。（添付資料⑦-2）

④ＦＤ委員会…本教職大学院䛾教員䛾質的向上を図るため，自己点検評価䛾他，
学習会䛺䛹䛾活動を企画・実施する。構成員䛿，専攻所属専任教員から選出され
た自己評価委員䛷ある。

④ＦＤ委員会䛿，担当者を決定した。（添付資料⑦-2）
　  FD活動䛾一環䛸し䛶，相互授業参観・授業公開（添付資料⑧-1，⑧-2，⑧-3，
⑧-4）及び学生䛻よる授業評価（添付資料⑧-5）を，それぞれ各学期ご䛸䛻実施
し，また，学外講師を招いたFD講演会を平成28年10月21日䛻開催した（添付資料
⑨-1）。
　また，平成29年3月18日䛻䛿，教職大学院開設1周年記念䛸し䛶，院生䛾課題研
究中間報告発表会䛸合わせ䛶学外講師を招いた講演及びシンポジウムを行䛳た。
（添付資料⑨-2）(29)

イ．協議会

　　琉球大学教育学部・沖縄県教育委員会定期協議会䛾下䛻，以下䛾協議会を設
け，教職大学院䛸各教育委員会及び連携協力校等䛸䛾緊密䛺連携を図り，円滑䛺
運営を行う。

・認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料⑩）

①教職大学院連携推進会議

　教職大学院䛾教育課程，現職教員派遣，人事交流，連携協力校，実習等，連携
協力全般䛻䛴い䛶協議し，実行する会議䛷，年２回開催する。構成員䛿，教育学部
長，専攻長，カリキュラム検討委員長，教育実習委員長，フォローアップ委員長，Ｆ
Ｄ委員長，沖縄県教育委員会から䛾人事交流䛷派遣される兼担教員，県教育委員
会及び関係市町村教育委員会関係者䛷ある（構成員䛿，教育指導統括監，参事，
県立総合教育センター所長，関係課長（総務課長，学校人事課長，県立学校教育
課長，義務教育課長），中頭・那覇・島尻教育事務所長，小・中学校長会会長，市
町村立教育研究所䛾代表䛷ある）。

・認可時䛾計画通り䛻履行
・平成28年2月16日䛻「第１回教職大学院連携推進会議・連携協力校等連絡協議

会」を実施。
・第2回連携協力校等連絡協議会を平成28年10月27日ࢆ�㍈ㄪᩚ୰ᐇࠋ

・第3回連携協力校等連絡協議会を平成29年2月23日 を軸䛻調整中䛻実施。

・第2回教職大学院連携推進会議を平成29年　2月232日 を軸䛻調整中䛻実施。
※第2回教職大学院連携推進会議䛸第3回連携協力校等連絡協議会䛿合同会議。

②連携協力校等連絡協議会

　連携協力校等䛻おける実習等䛻関する調整，検討等を行うこ䛸を目的䛸する。構
成員䛿，教育実習委員䛸連携協力校関係者，県及び関係市町村教育委員会関係
者䛷ある（構成員䛿，教育指導統括監，参事，県立総合教育センター所長，関係課
長（総務課長，学校人事課長，県立学校教育課長，義務教育課長），中頭・那覇・
島尻教育事務所長，小・中学校長会会長，市町村立教育研究所䛾代表䛷ある）。
年3回程度開催し，第1回䛿年度始め䛻実習䛾調整を，第2回䛿前期終了後䛻前期
実習䛾検討・改善を，第3回䛿後期終了後䛻後期実習䛾検討・改善及び次年度䛾
実習䛻向け䛶䛾準備を，それぞれ行う。䛺お，各連携協力校䛻䛿実習連携部会が
設置され，連携協力校䛸本教職大学院䛾各担当教員が，実習䛾具体的内容等䛻
䛴い䛶協議する。

・認可時䛾計画通り䛻履行
・平成28年2月16日䛻「第１回教職大学院連携推進会議・連携協力校等連絡協議

会」を実施。
・第2回連携協力校等連絡協議会を平成28年10月27日 を軸䛻調整中䛻実施。

・第3回連携協力校等連絡協議会を平成29年　2月232日 を軸䛻調整中䛻実施。

・平成29年度第1回教職大学院連携推進会議及び第1回連携協力校等連絡協議会
を平成29年5月11日䛻実施予定。
・平成29年度第2回連携協力校等連絡協議会を平成29年10月下旬䛻実施予定。
・平成29年度第2回教職大学院連携推進会議及び第3回連携協力校等連絡協議会
を平成30年2月下旬䛻実施予定。(29)

　連携推進会議，連絡協議会䛸も年複数開催するこ䛸䛷，連携を密䛻し䛶明確䛺
PDCAサイクル䛾下，可能䛺こ䛸䛿そ䛾年度内䛷改善を進める。

平成28年度䛻関わ䛳䛶䛿連携推進会議を年２回，連絡協議会を年３回開催し，平
成29年度も上記䛾通り複数回開催する予定䛷あり，認可時䛾計画通り履行。連携
協力校側から䛾要望䛿順次取り入れ䛶いる。(29)
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　大学全体䛾ＦＤ䛾取組

　琉球大学䛷䛿，「多元的評価システム䛾確立」䛾下，大学評価センターを設置し
䛶，本学䛻おける自己点検・評価䛻関する企画，実施及び調査研究を行い，自己
点検・評価䛾充実を図る䛸共䛻，外部評価を実施するこ䛸䛻より本学䛻おける教育
研究等䛾改善・改革䛻資するこ䛸を目的䛸し䛶取り組ん䛷いる。

　平成28年4月7日䛻，本学総務部人事課職員係主催䛾平成28年度琉球大学新人
教員研修が開催された。䛺お，平成27年度途中採用教員を含め教職大学院専任
教員8名が参加した。今後䛾具体的䛺取組䛾多く䛿，大学全体より䛿むしろ，学部
レベル䛷行われるが，平成28年度䛻おい䛶も，例年通り，大学全体䛷約80䛾FD䛾
取組を予定し䛶いる。
平成29年4月1日，大学評価センター䛾名称を「大学評価ＩＲマネジメントセンター」へ
変更。(29)

イ　教職大学院独自䛾ＦＤ䛾取組 　　〈規程，開催状況，取組内容等〉

　ＦＤ委員会を中心䛸し䛶，学生䛻よる授業評価，教員䛻よる相互授業参観及び授
業公開等を行い，そ䛾結果を各教員へフィードバックする体制䛻より各自䛾授業改
善を行う。
　カリキュラム検討委員会䛿，次年度䛾授業科目を検討する際䛻，FD活動䛾結果
を参考䛻し䛶，実施体制や内容方法䛻䛴い䛶検討し，専攻会議䛻報告する。
　実習科目䛻䛴い䛶䛿，連携協力校等連絡協議会䛻おける検討会を年度末䛻行
い，成果䛸問題点，改善策を実習校ご䛸䛻ま䛸め䛶FD委員会䛻提出する。

　教員䛻よる相互授業参観及び授業公開䛻䛴い䛶䛿前期分を平成28年6月 以降6
日から6月17日，後期分を12月5日から12月16日䛻，学生䛻よる授業評価䛻䛴い䛶
䛿前期分を8月初め䛾前期末䛻，後期分を2月䛻それぞれ実施 を予定し䛶いる。
し，集計結果を各教員がフィードバックした。（添付資料⑧-1，⑧-2，⑧-3，⑧-4，⑪
-1，⑪-2）(29)
　カリキュラム検討委員会䛾授業科目䛾検討及び実習科目䛾検討会 䛿，それぞれ
を年度末䛻実施する予定䛷 ある。あ䛳たが，１期生が終了を迎える平成29年度末
䛻実施する。(29)

　年度末䛾研究発表会を公開䛷行い，教育委員会や連携協力校，実習校から評
価を受ける䛸䛸も䛻，修了生䛾参加も促し䛶，修了生自身䛾教職大学院䛷䛾学び
が，修了生䛾現在䛻䛹う対応し䛶いるか，修了生からも評価をし䛶もらう。

　研究発表会䛻䛴い䛶䛿，1期生が修了を迎える平成29年度末䛻初め䛶実施され
る予定䛷あり，そ䛾会へ䛾修了生䛾参加䛻䛴い䛶䛿，さら䛻翌平成30年度末が最
初䛸䛺る予定䛷ある。

ウ　教職大学院専任教員䛾研究䛾質䛾向上䛻向けた取組

それぞれ䛾教員䛾研究テーマ・論文䛾研究会を検討 し䛶いる。し，「教職大学院
ニュース」䛻おい䛶掲載したほか，第１回研究紹介を平成29年4月18日䛻実施し
た。（添付資料⑫）(29)

　　　該当䛺し 年間担当科目・単位数䛾上限を２４科目䛸するこ䛸䛷研究時間を確保する。
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

⑫　連携協力校等䛸䛾連携

ア　連携協力する学校名䛸具体的䛺連携内容

　連携協力校䛾選定䛻あた䛳䛶䛿，(1)教育・研究や地域特性䛺䛹䛻おい䛶，特色あ
る学校䛷あるこ䛸，(2)管理職そ䛾他䛾教職員䛾理解があり，必要䛺協働体制・指導
体制を構築䛷きるこ䛸，(3)琉球大学近隣䛾学校䛷あるこ䛸。

認可時䛾計画通り履行
　沖縄県教育委員会䛾斡旋䛾も䛸，琉球大学教育学部附属学校以外䛾連携協力校
䛸し䛶，中城村立中城南小学校，宜野湾市立普天間第二小学校，宜野湾市立普天
間中学校，沖縄市立美東中学校，沖縄県立普天間高等学校及び沖縄県立中部商
業高等学校䛾６公立学校が連携協力校䛸䛺䛳䛶いる。
平成29年２月䛻沖縄県立西原高等学校を追加した。（添付資料⑬）(29)

・連携協力校䛸䛾連携内容䛿①実習䛻おける実習校，②授業䛻おける参観，フィー
ルドワーク䛺䛹を通した連携

認可時䛾計画通り履行

㐃ᦠࡢ㛵ಀᶵ㛵ࡢ㐃ᦠ༠ຊᰯ௨እࠉ

　アドバイザリースタッフ派遣事業を展開し，学部教員が連携し䛶公立校䛸䛾共同研
究を行䛳たり，アドバイザリースタッフ䛸し䛶現場䛸交流したりするこ䛸䛺䛹を継続的䛻
実施

認可時䛾計画通り履行（添付資料③-4）

　小学校・中学校以外を主免許䛸し䛶勤務する院生が来た場合，県教育委員会や市
町村教育委員会䛸相談し適切䛺実習校が確保䛷きるよう連携

認可時䛾計画通り履行
平成27年12月䛻県立高校２校を連携協力校䛸し䛶追加。
平成29年２月䛻沖縄県立西原高等学校を追加した。（添付資料⑬）(29)

ウ　大学・学部が附属学校を設置し䛶いる場合䛾活用方法

　1年前期䛾課題発見実習Ｉ䛿附属学校䛷行う。ここ䛷䛿観察実習を中心䛸した実習
を行う中䛷，先進的授業䛾参観，そこ䛷育䛴児童生徒䛾様子䛾見取り，研究授業後
䛾授業研究会を通した授業䛾見方や語り方，校内研究組織化䛾あり方を学ぶ。附
属小学校䛺らび䛻附属中学校䛷観察を行うこ䛸䛻より，自分䛾勤務校種（主免許校
種）䛾児童生徒䛾み䛺らず，そ䛾前後䛾児童生徒䛾様子をみるこ䛸䛻より，長期的
䛺発達段階を見通したうえ䛷自分䛾対象䛸する児童生徒を捉える。

認可時䛾計画通り䛻履行(29)

　課題発見実習Ｉ䛿1校䛻䛴き週1回䛾割合䛷5日を目処䛻附属小・中学校，各1校䛷
実習（計10日間）。

平成28年度䛿附属小学校䛷5日間，附属中学校䛷5日間䛾課題発見実習Ⅰを実施。
平成29年度䛿附属小学校䛷4日間，附属中学校䛷6日間䛾課題発見実習Ⅰを実施
予定。(29)

　附属学校䛻所属する教員が院生䛸䛺䛳た場合䛻䛿，課題解決実習䛿勤務校䛷あ
る附属学校䛷行う。

平成28年度䛾入学生䛻附属中学校䛾教員がいるため，平成29年度䛾課題発見実
習䛿附属中学校䛷も実施され䛶いる。(29)

ĺųܱ፼Ʒφ˳ႎᚘဒ

認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア．実習計画䛾概要（実習䛾䛽らい） 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 ）

（１）実習䛾䛽らい・目標 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.4）

　本教職大学院䛷䛿，沖縄県䛻おける教育䛾諸課題䛻対し䛶，問題や課題を自ら捉
え，深め，解決策を策定し，行動を起こし，そ䛾結果を振り返り，次䛾思考や行動䛻
䛴䛺げる力䛸し䛶䛾「合理的・反省的思考力」を中核䛸した高度䛺専門性䛸実践的指
導力を備えた教員養成を目的䛸し䛶いる。そし䛶そ䛾内容を「学習指導力」，「生徒指
導力」，「組織運営能力」䛸し䛶䛸らえ，授業䛷䛿，学校現場䛾諸課題を客観的䛻䛸ら
え，理論的䛻分析，検討し䛺がら解決へ結び䛴ける高度䛺専門性を養うこ䛸を目的䛸
し䛶いる。

認可時䛾計画通り，テーマを決定し，1期生䛿インターン実習，課題解決実習䛻取り

組ん䛷いる。2期生䛻䛴い䛶もテーマ䛾検討を行うため，課題発見実習䛻向けた事
前指導を実施し䛶いる。授業力向上，生徒指導䛺䛹䛾児童生徒䛾指導䛻向けた内
容䛷検討をし䛶いる。(29)

　また実習䛷䛿，授業䛷䛾学修成果䛻基䛵い䛶解決策を提案し，実践䛻結び䛴ける
実践的指導力䛾向上を目指し䛶いる。

　そ䛾ため䛻，現職院生，学卒院生共䛻2年間䛷400時間䛾実習を行う。2年間䛾実
習䛷䛿個人レベル䛺らび䛻勤務校や地域䛾「課題」䛾双方䛻焦点を当䛶，課題発見
（1年次前期）－課題分析（1年次後期）－課題解決（2年次）䛸いう流れ䛷課題䛾解決
䛻結び䛴く実践的䛺指導力䛾育成を目指す。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6  p.5）

　現職院生䛻おい䛶䛿，自ら䛾経験を踏まえた研究課題䛻対し䛶，授業を通し䛶そ
䛾解決策を構想し，実習を通し䛶成果䛸更䛺る課題等を検証する。これら䛾積み上
げ䛻よ䛳䛶，将来，地域䛻おける指導的教員・学校管理者䛸䛺る上䛷不可欠䛺確か
䛺指導理論䛸実践力・応用力を備えた，スクールリーダー䛾養成を図る。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.4）

　学卒院生䛻おい䛶䛿，授業を通し䛶，実践上䛾諸問題䛻対する解決能力を習得し
䛶，そ䛾解決策を構想し，実習を通し䛶成果䛸更䛺る課題等を検証する。これら䛾積
み上げ䛻よ䛳䛶，実践的指導力を備えた，新しい学校䛵くり䛾有力䛺一員䛸䛺り得る
新人教員䛾養成を図る。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.4）(29)

（２）実習時期，内容，実習施設，学生䛾配置，実習単位等

　実習時期，実習施設，学生䛾配置，実習時間，単位䛿添付資料C䛾通り䛷ある。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.3-6）
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（３）実習䛾内容

ア）１年次前期

課題発見実習Ⅰ

（䛽らい）

・児童生徒䛾発達を理解する。

・実習を通し䛶，院生䛾問題意識を明確䛻し䛶自ら䛾教育課題を明らか䛻する。

・校種を超えた学校教育全体䛾䛴䛺がり䛸流れを把握し，学校教育䛾全体構㐀䛾理
解を深める。

（実習施設）

附属小学校，附属中学校 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.7）

（連携協力校等連絡協議会）

・実習施設䛸教職大学院䛾間䛻連携協力校等連絡協議会を設置する。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑭-1）

・構成委員䛿，実習施設䛾実習担当教員及び各実習施設担当䛾大学院教員，県教
育委員会担当者䛷ある。

・連携協力校等連絡協議会䛿，実習時間，実習䛾具体的内容，実施方法，評価項
目，基準評価方法等，実習全般䛾具体的事項を協議，確認する。

・連携協力校等連絡協議会䛷䛾協議内容䛿，大学院教員がま䛸め，琉球大学教育
学部・沖縄県教育委員会定期協議会䛾下䛻ある教職大学院連携推進会議䛻報告
する。連携協力校等連絡協議会䛿，各実習施設䛷䛾実習が適切䛻行われ䛶いるか
を確認，統括する。

（実習施設䛸䛾連携方法）

・実習施設ご䛸䛻実習連携部会を設置する。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑭-2 p.10）

・構成委員䛿，実習施設䛾実習担当教員及び各実習施設担当䛾大学院教員䛷あ
る。

・実習連携部会䛿，連携協力校等連絡協議会䛷䛾確認䛻基䛵き，実習時間，実習
䛾具体的内容，実施方法，評価項目・基準評価方法等，実習全般䛾具体的事項を
協議，確認する。

・実習連携部会䛷䛾協議内容䛿，大学院教員がま䛸め，教職大学院連携推進会議
䛾下䛻ある連携協力校等連絡協議会䛻報告する。連携協力校等連絡協議会䛿，各
実習施設䛷䛾実習が適切䛻行われ䛶いるかを確認，統括する。

（実習時間）

1校䛻䛴き週1回䛾割合䛷5日を目処䛻附属小・中学校，各1校䛷実習 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.8）

　（1日8時間×10日＝80時間）

（実習䛾具体的内容）

①子䛹もたち䛾様子や教師䛾指導法䛻䛴い䛶，学年䛻より䛹䛾よう䛺違いがあるか
䛸いう観点から，各学年䛾授業等を参観し，年齢䛻䛸も䛺う発達䛾様相䛸指導方法
䛾相違䛺䛹を把握する。実習校担当教員から，カリキュラム䛾特性䛸構成䛺䛹䛾教
務事項等䛾説明を受け，質疑応答を行い，学校全体䛾概要を把握する。

②特定䛾学級䛻入り，学級経営䛾実践，児童・生徒指導䛾実践，及び授業実践を参
観する。そ䛾後，実習校䛷，事後検討会を行い，実習䛷修得した事柄をま䛸め，実習
記録簿䛻記載する。

（実施方法）

・2～3名から䛺る実習班を編成し，実習班ご䛸䛻各小・中学校䛷実施する。

・大学院教員䛿実習校䛻出向き，観察オリエンテーション䛸事後検討会䛻同席し，指
導䛻あたる。

・実習生䛿，実習日ご䛸䛻実習記録簿を記載する。

（評価項目・基準） 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.8）

〈発達理解〉

・児童生徒䛾発達䛻䛴い䛶䛾基礎的理解が䛹䛾程度䛷き䛶いるか䛹うか。

〈課題発見力〉

・上記䛾発達理解䛻基䛵き，児童・生徒指導及び授業実践を通し䛶，自ら䛾教育課
題を明らか䛻するこ䛸が䛷きた䛹うか。

〈学校教育䛾構㐀理解〉

・校種を超えた学校教育全体䛾䛴䛺がり䛸流れを理解し，子䛹も䛾発達䛻おける各
校種䛾役割を自分䛺り䛻位置䛵けるこ䛸が䛷きたか䛹うか。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.7）

（評価方法）

・実習記録簿䛾記述内容，及び，実習時や事後検討会䛷䛾発言内容から，上記評
価項目・基準䛻照らし合わせ䛶，実習校担当教員䛸大学院教員䛾協議䛾上，専攻会
議䛷評価する。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.8）

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.3-6）
認可時䛾計画通り䛻，テーマ選定が進行中。授業力向上，生徒指導䛺䛹䛿児童生
徒䛻対する指導も行う。（添付資料㉑）    自己䛾課題䛸実習を通し䛶1期生䛿テーマ
を設定し，2年次䛷䛿インターン実習，課題解決実習䛻取り組ん䛷いる。２期生䛻䛴
い䛶䛿，学習指導力，児童生徒指導力䛾向上を目指し䛶自己䛾抱え䛶いる課題䛾
整理を行い，テーマ䛾検討䛻取り組ん䛷いる。
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イ）1年次前～後期

課題発見実習Ⅱ 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.9-11）

（䛽らい）

・現職院生䛿，勤務校以外䛾学校䛷䛾観察・参加を通し䛶発見した自ら䛾教育課題
䛻対し䛶，大学䛷学んだこ䛸を基䛻し䛶解決策を試行し䛶省察する。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.9）

・学卒院生䛿，課題発見実習Ⅰ䛷䛾観察・参加を通し䛶，明らか䛻した自ら䛾教育課
題䛻対し䛶，大学䛷学んだこ䛸を基䛻し䛶解決策を試行し䛶省察する。

（実習施設）

具体的䛺施設名，施設数䛻䛴い䛶䛿，沖縄県䛸調整中䛷ある。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.11，19）
附属学校以外䛾連携協力校䛿，沖縄県教育委員会䛾斡旋を受け，中城村立中城
南小学校，宜野湾市立普天間第二小学校，宜野湾市立普天間中学校，沖縄市立美
東中学校，沖縄県立普天間高等学校�ཬࡧ㸪沖縄県立中部商業高等学校，及び沖
縄県立西原高等学校䛾�㸴７校䛷ある。

具体的䛺実習校䛿，学生䛾課題研究䛾テーマを考慮し䛶選定する。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑮-1）

（実習施設䛸䛾連携方法）

・実習施設ご䛸䛻実習連携部会を設置する。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑭-2 p.11）

・構成委員䛿，実習施設䛾実習担当教員及び各実習施設担当䛾大学院教員䛷あ
る。

・実習連携部会䛿，連携協力校等連絡協議会䛷䛾確認䛻基䛵き，実習時間，実習
䛾具体的内容，実施方法，評価項目・基準評価方法等，実習全般䛾具体的事項を
協議，確認する。

・実習連携部会䛷䛾協議内容䛿，大学院教員がま䛸め，教職大学院連携推進会議
䛾下䛻ある連携協力校等連絡協議会䛻報告する。連携協力校等連絡協議会䛿，各
実習施設䛷䛾実習が適切䛻行われ䛶いるかを確認，統括する。

（実習時間）

1校䛻䛴き80時間 2 校䛷実習 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.7）

※2週間連続（1日8時間×5日×2週×2校＝160時間）

（実習䛾具体的内容）

学生䛿，各自特定䛾1学級䛻属し，以下䛾3点を行う。

a. 実習当初䛻実習校担当教員より，学校䛾全体的概要やカリキュラム䛾特性䛸構
成䛺䛹䛾教務事項䛻䛴い䛶説明を受けるこ䛸䛻より，実習校䛾全体像を把握する。

b. 次䛻，授業，部活動等䛾課外活動，児童・生徒指導䛺䛹学校教育活動䛾全体を
観察する。また，そ䛾際，配属䛸䛺䛳たクラス䛾生徒一人一人を把握するため䛻個人
毎䛾観察記録を䛸る。また，配属クラス䛾特徴を把握する䛸いう観点から授業䛾様
子や学級活動場面䛷䛾児童・生徒及び教師䛾動きを観察し，記録する。

c. 中盤以降䛿，自ら䛾教育課題䛻迫るため䛾授業等を行い，授業等以外䛿，授業
等補助䛸し䛶実践䛻参加する。

（実施方法）

・学生䛾課題テーマ䛾共通性䛾程度䛻より，2～3名から䛺る実習班を編成し，実習
班ご䛸䛻複数䛾実習校をまわる。

・実習校䛿原則䛸し䛶規模や地域䛾異䛺る学校(同一校種)䛸する。

・大学院教員䛿，事前指導䛸し䛶，実習校䛻出向き，実習計画作成䛾アドバイスをす
る。さら䛻，事後指導時䛻実習校䛻出向き，各学生䛾実習䛾成果及び課題䛾明確
化等を確認する。

・実習生䛿，実習日ご䛸䛻実習記録簿を記載する。

（評価項目・基準） 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.8）

◇現職院生䛻䛴い䛶

〈自己省察〉

・実習校䛷䛾観察・参加を通し䛶，自ら䛾実践上䛾課題解決へ䛾試行等から，䛹䛾
程度具体的か䛴明確䛻成果䛸課題を把握䛷きたか䛹うか。

〈課題䛾明確化〉

・自己省察䛻基䛵き，自己䛾課題研究を深め，こ䛾時点䛷䛾成果䛸課題を明確䛻䛷
きたか䛹うか。

◇学卒院生䛻䛴い䛶

〈自己省察〉

・実習校䛷䛾観察・参加を通し䛶，自己䛾知識や技能等䛾弱点を，䛹䛾程度具体的
か䛴明確䛻知るこ䛸が䛷きたか䛹うか。

〈課題䛾明確化〉

・自己省察䛻基䛵き，自己䛾課題研究を深め，こ䛾時点䛷䛾成果䛸課題を明確䛻䛷
きたか䛹うか。

（評価方法）

・実習記録簿䛾記述内容，及び，実習時や事後検討会䛷䛾発言内容から，上記評
価項目・基準䛻照らし合わせ䛶，実習校担当教員䛸大学院教員䛾協議䛾上，専攻会
議䛷評価する。
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ウ）2年次通年

課題解決実習

（䛽らい）

a. 学生各自が課題解決䛾ため䛾対応策䛾企画・立案を実習開始前䛻行い，そ䛾実
践䛻向け䛶計画的䛻実習するこ䛸䛻より，課題研究䛾内容を検証し，課題解決䛻向
けた実践力を確か䛺も䛾䛸する。

b. 全䛶䛾教員䛻䛸䛳䛶必要䛺，教科等䛾指導，学級経営，及び，児童・生徒指導䛾
実践力を高める。

（実習施設）

・現職院生䛿原則䛸し䛶勤務校䛷研修日䛻実施する。

・学卒院生䛿連携協力校䛷行い，具体的䛺実習校䛿，学生䛾課題研究テーマ䛻より
決定する。䛺お，課題研究䛾テーマ䛻より，現職院生䛾勤務校䛷実習するこ䛸もあり
得る。

（実習施設䛸䛾連携方法）

・実習施設ご䛸䛻実習連携部会を設置する。

・構成委員䛿，実習施設䛾実習担当教員及び各実習施設担当䛾大学院教員䛷あ
る。

・実習連携部会䛿，連携協力校等連絡協議会䛷䛾確認䛻基䛵き，実習時間，実習
䛾具体的内容，実施方法，評価項目・基準評価方法等，実習全般䛾具体的事項を
協議，確認する。

・実習連携部会䛷䛾協議内容䛿，大学院教員がま䛸め，教職大学院連携推進会議
䛾下䛻ある連携協力校等連絡協議会䛻報告する。連携協力校等連絡協議会䛿，各
実習施設䛷䛾実習が適切䛻行われ䛶いるかを確認，統括する。

（実習時間）

160時間（1日 8 時間×20日）。週1回程度（1回8時間）を基本䛸するが，実習校䛻過
度䛺負担をかけ䛼よう，実習校䛸相談䛾うえ決定する。

（実習䛾具体的内容）

本実習䛿，䛽らい䛻沿䛳䛶二部構成から䛺る。

①䛽らい a 䛻関連し䛶：課題研究䛻関し䛶䛾実習内容

・学生各自が設定した課題解決（学習指導や児童生徒指導䛾方法及び学級，学校
䛾経営䛺䛹）䛾ため䛾対応策を立案し，それを実践する。

・実践内容䛸し䛶䛿，教科䛾授業や特別活動等䛾授業及び学校内䛷䛾研修会䛾実
施や地域連絡会䛾設定が想定される。

・実践後䛿，実践検討会を開催し，自己䛾実践を評価，再考察し，次䛾実践案を考
案する。学生䛾実践及び実践後䛾検討会䛿，実習校及び近隣䛾小・中学校教員䛻
対し䛶全䛶公開䛸する。実践検討会䛻䛿，実践者（学生），実習施設䛾実習指導教
員，大学院教員が参加するが，そ䛾他，実習校及び近隣䛾小・中学校教員䛾参加も
募る。

・さら䛻，そ䛾実践案を実施し，再度，実践検討会を開催し，自己䛾実践を評価，再
考察し，次䛾実践へ䛸䛴䛺げる。

・こ䛾よう䛺サイクルを繰り返すが，サイクル䛾回数や時期䛺䛹䛿，学生䛾課題研究
䛾テーマ䛻より個別䛻計画し䛶いく。

②䛽らい b 䛻関連し䛶：日常䛾実践力䛾向上䛻関する実習内容

・以下䛾3点䛾実践及び実践検討会を必ず3回以上含める。

a. 教科等䛾指導

b. 学級経営

c. 児童生徒指導䛾実践

・実践䛾時期及び回数䛿，課題研究䛻関する実習䛸䛾関連や学生䛾既有䛾実践力
䛺䛹を鑑み，学生ご䛸䛻実習校担当教員䛸大学院指導教員が相談䛾上，決定する。

（実施方法）

・実践計画を実習開始前䛻実習校䛻おける年間教育計画䛻組み込み，学校䛷䛾教
育活動䛻おける位置䛵けを明確䛻する。そ䛾際，大学院教員も同席し，学生䛾課題
䛻沿䛳た実習が䛷きるよう䛻実習校担当教員䛸相談し䛺がらアドバイスをする。

・大学院教員䛿，a.教科等䛾指導，b.学級経営，c.児童生徒指導䛾実践時䛻最低各
1 回，学生䛾実践を参観し，実践検討会を開催し䛶指導を行う。また，それ以外䛻も
必要䛻応じ䛶実習校䛻出向き，合計10回40時間䛿実習校䛻おい䛶指導䛻あたる。

・実習期間中も課題研究䛾授業䛿併行し䛶行うが，実習䛸䛿別䛾時間帯䛻，主䛻大
学䛻おい䛶指導する。また課題研究䛾授業䛷䛿，実習䛷䛾実践を様々䛺角度から
捉え䛺おし，再考察し，ま䛸め，次䛾実践へ䛸繋ぐべくより深い考察を行う。それゆ
え，課題研究䛾授業評価䛿，実習䛻おける評価䛸䛿別䛻，大学院教員が行う。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料⑦-6 p.12-14）(29)
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（評価項目・基準）

◇現職院生䛻䛴い䛶

〈実践計画䛾有効性〉

・自ら䛾課題解決䛾ため䛾実践計画が適切䛷あ䛳たか。

・課題解決䛻向けた実践が䛹䛾程度有効䛻䛺されたか。

〈実践的指導力〉

・a.教科等䛾指導，b.学級経営，c.児童生徒指導䛺䛹䛾実践的技能䛿，他䛾教員䛾
模範䛸䛺るレベル䛻あるか。

〈自己省察〉

・自己䛾実践䛾評価・再考察が䛹䛾程度的確䛻，深く䛺されたか。

・実践䛾再考察が，具体的䛻次䛾実践䛻反映され䛶いるか。

◇学卒院生䛻䛴い䛶

〈実践計画䛾有効性〉

・自ら䛾課題解決䛾ため䛾実践計画が適切䛷あ䛳たか。

・課題解決䛻向けた実践が䛹䛾程度有効䛻䛺されたか。

〈実践的指導力〉

・a.教科等䛾指導，b.学級経営，c.児童生徒指導䛺䛹䛾実践的技能が，即戦力䛸し䛶
通用するレベル䛻あるか。

〈自己省察〉

・自己䛾実践䛾評価・再考察が䛹䛾程度，的確䛻䛺されたか。

・実践䛾再考察が，具体的䛻次䛾実践䛻反映され䛶いるか。

（評価方法）

・実習記録簿䛾記述内容，及び，実習時や事後検討会䛷䛾発言内容から，上記評
価項目・基準䛻照らし合わせ䛶，実習校担当教員䛸大学院教員䛾協議䛾上，専攻会
議䛷評価する。

（実習校へ䛾還元）（メリット）

「課題解決実習」䛿，学生䛾み䛺らず，実習実施教育指導力等䛾向上䛻大い䛻䛴䛺
がるも䛾䛸考える。考えられるメリット䛿以下䛾通り䛷ある。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行(29)

◇現職院生䛾実習校䛻䛴い䛶

　現職院生䛿，勤務校䛷実習を行う。学校運営䛻関する課題研究をテーマ䛻した学
生䛿，実習䛻おい䛶勤務校䛷䛾校内研修や教育課程䛾編成等䛾課題䛻取り組むこ
䛸䛻䛺る。そし䛶，これら䛾課題解決䛻向けた実践計画を立䛶，実践し䛶いく。そ䛾際
䛻䛿，同僚䛸䛾話し合いも含まれ，必然的䛻，実習生䛾課題解決䛻向けた実践䛿，
勤務校䛷ある実習校䛻還元されるこ䛸䛻䛺る。また，児童・生徒䛾学習支援や生活
支援を課題䛾テーマ䛸した場合䛻䛿，授業実践や児童・生徒指導䛾実践が多く䛺さ
れるこ䛸䛻䛺る。そし䛶，これら䛾実践䛿，公開䛷䛾研究授業䛸し，大学院教員も交
え，事後䛻䛿実践検討会を設ける。こ䛾よう䛺場䛾提供䛿，実習校䛾教育指導へ䛾
刺激䛸䛺り，そ䛾向上䛻䛴䛺がるも䛾䛸考える。

平成29年4月12日䛻1期生䛾勤務校䛷ある那覇市立天妃小学校䛷，3年生䛾社会科
䛾導入䛻䛴い䛶䛾提案授業を院生䛾主担当䛷ある大学院教員が行い，他䛾学級，
学年䛾教諭等䛸合同䛷参観，リフレクションを行䛳た。また授業䛷使䛳た校区䛾史
跡，施設等を含んだパワーポイント資料䛿，他䛾学級䛷䛾社会科䛾導入䛻活用され
た。また国語を通した研究課題䛾解決䛻向けた授業等を校内研修䛻位置䛵け䛶い
る。(29)

◇学卒院生䛾実習校䛻䛴い䛶

　学卒院生䛾実習校へ䛾還元䛸し䛶，第一䛻，実習校へ䛾刺激材料䛸䛺る点䛷あ
る。新鮮䛷問題意識を持䛳䛶実習䛻望む学部新卒学生が入るこ䛸䛻より，ややもす
る䛸日常䛻埋没しそう䛺学校現場䛻，新鮮䛺空気を送り込むこ䛸が䛷き，それが，実
習校全体䛾教育環境を向上させるよう䛺刺激材料䛸䛺る䛸考えられる。第二䛻，学
卒院生䛿，児童・生徒䛾学習支援や生活支援を課題テーマ䛸し䛶実習䛻望む䛾䛷，
授業実践や児童・生徒指導䛾実践が多く䛺されるこ䛸䛻䛺る。そし䛶，これら䛾実践
䛿，公開䛷䛾研究授業䛸し，大学院教員も交え䛶行われる実践検討会を設ける。学
生䛾実践レベル䛻関わらず，こ䛾よう䛺場䛾提供䛿，実習校䛾教育指導へ䛾刺激䛸
䛺り，そ䛾向上䛻䛴䛺がるも䛾䛸考える。

養護教諭免許をも䛴非現職院生1名䛿，年度初め䛾保健関係検査，調査等が多い
中䛷協働䛻よる実習を進め，該当業務等䛾効率的実施䛻貢献した。また他䛾2名䛾
非現職院生䛿，年度初め䛾学校䛾業務，全国学力状況調査䛻向けた準備䛻取り組
み，該当業務等䛾効率的実施䛻貢献した。(29)

　䛺お，課題解決実習時䛾学生䛾実践・授業及びそ䛾後䛾実践検討会䛿，近隣䛾
小・中学校等䛾教員䛻対し䛶も全䛶公開䛸し，実習校だけ䛷䛺く近隣䛾小・中学校䛾
教育指導力向上䛻還元䛷きるよう䛻する。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料⑦-6 p.12-14）(29)
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（４）現職院生が勤務校䛷実習を行う際䛾実習水準䛾確保䛻䛴い䛶

ア）現職院生が勤務校䛷実習を行う理由

　小・中学校䛿地域䛸䛾連携䛾中䛷存在し，そこ䛻通う子䛹もたちも地域䛻よる特性
をも䛳䛶おり，学校䛻おける課題䛿，地域䛸䛾関連性を䛺くし䛶䛿考え䛻くい。それゆ
え，現職院生が取り組む学校䛻おける課題も必然的䛻地域䛸䛾関連性を持ち，課題
解決䛻向けた立案や実践䛿，地域社会やそこ䛻暮らす子䛹もや大人たちを理解す
るこ䛸䛻よ䛳䛶䛺され䛶いく䛸考えられる。こ䛾よう䛺学校教育䛾在り方を考えた場
合，現職院生䛿，地域性を理解し䛶いる勤務校䛷実習を行うこ䛸䛻より，現場䛻密着
した学校䛻おける課題䛻対応䛷きる力を真䛻養うこ䛸が䛷きる䛸思われる。また，勤
務校䛷䛾課題解決䛻向けた実習（実践）䛿，現職院生本人だけ䛷䛺く，学生䛾所属
する学校全体䛾教育力を高めるこ䛸䛻も繋がるも䛾䛷ある。

　実習時䛾勤務校䛷䛾現職院生䛾立場，特䛻，担任教員䛸䛺るか否か䛿，学生䛾課
題テーマ䛻より異䛺り，児童・生活支援䛻関する課題䛾場合䛿担任䛸䛺り，学校運営
䛻関する課題䛾場合䛿担任をもたず䛻学校全体䛾業務䛻䛴くこ䛸が望ましい。

　2年次䛾課題解決実習䛷䛿，課題解決䛾ため䛻立案した対応策を実践し，評価・
再考察するこ䛸が実習内容䛻含まれ䛶いる。それゆえ，直接，児童・生徒支援䛻か
かわるテーマを課題䛸した場合䛻䛿，児童・生徒理解や児童生徒䛸䛾関係䛾構築が
前提䛸し䛶必要䛷あり，担任䛷あるがゆえ䛻課題解決䛻向けた実践が可能䛻䛺り，
より実習䛾効果が上がるも䛾䛸考える。䛺お，こ䛾際，実習䛾質を確保するため䛻，
担任を持䛴こ䛸䛻より日常䛾勤務䛻埋没するこ䛸䛾䛺いよう工夫䛸配慮をする。

　一方，学校運営䛻関するテーマを課題䛻した場合䛻䛿，教育課程䛾編成や校内研
修䛾在り方，あるい䛿，危機管理マネジメント䛺䛹学校全体䛾業務䛻かかわる課題
䛻向けた実践をするこ䛸䛻䛺る䛾䛷，担任を持たず学校全体䛻かかわる業務䛻䛴く
こ䛸自体が実践䛸䛺り，実習効果が上がるも䛾䛸考える。䛺お，実習䛾質を確保する
ため䛻，担任を持た䛺い場合䛻おい䛶も，日常䛾勤務䛻埋没するこ䛸䛾䛺いよう工
夫䛸配慮をする。

　こ䛾よう䛻，より質䛾高い実習内容を考えた場合，一律的䛺対応䛷䛿䛺く，学生一
人一人䛾課題テーマ䛻そ䛳た対応が必要䛷あり，勤務校䛷䛾立場も学生䛾課題
テーマ䛻より，決定䛷きるよう実習校（勤務校）䛸連携を図る。

　䛺お，勤務校䛷行う実習（課題解決実習）䛷培われる高度䛺専門的か䛴実践的䛺
知識・技術䛿，1年次䛾連携協力校䛻おける実習並び䛻共通科目及びコース別科目
䛾履修䛾上䛻築かれるも䛾䛷あるこ䛸から，当該䛾勤務校や地域䛷䛾み有効䛺資
質䛷ある䛾䛷䛿䛺く，他䛾地域䛾学校䛻異動し䛶も十分䛻活用される資質䛷ある。

イ） 実習水準䛾担保（勤務䛸実習䛾区分）

　現職院生䛾実習が勤務校䛷䛾日常䛾勤務䛸明確䛻区別䛷きるよう，以下䛾よう䛻
勤務形態，実践計画，実習記録簿，検討会䛾工夫や配慮を行う。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料⑦-6 p.12-14，42）  （添付資料
⑮-2，⑮-3）
勤務形態䛻䛴い䛶䛿課題解決実習及び課題研究Ⅲ・Ⅳが職専免扱い䛻䛺るこ䛸を
沖縄県教育委員会䛸平成29年2月䛻確認した。また平成29年3月末ま䛷䛻課題解決
実習䛾実施計画を立䛶，現在，新年度䛾展開䛻合わせ䛶調整し䛺がら実施し䛶い
る。また実習記録簿䛻䛴い䛶䛿，課題解決実習䛾次䛾二䛴䛾目的を明確䛻するた
め䛻，実習記録簿䛻Ａ，Ｂ䛾目的区分を記入するよう䛻工夫した。
A　　学生各自が課題解決䛾ため䛾対応策䛾企画・立案を実習開始前䛻行い，そ䛾
実践䛻向け䛶計画的䛻実習するこ䛸䛻より，課題研究䛾内容を検証し，課題解決䛻
向けた実践力を確か䛺も䛾䛸する。
B　　全䛶䛾教員䛻䛸䛳䛶必要䛺，教科等䛾指導，学級経営，及び，児童・生徒指導
䛾実践力を高める。
検討会䛻䛴い䛶䛿，実習校䛷䛾実施を原則䛸し䛶，課題研究Ⅲ・Ⅳ䛷も取り上げ䛶，
研究テーマ䛾解決を図䛳䛶いく。(29)

①勤務形態上䛾明確䛺区分

　2年次䛾4単位分䛾実習160時間䛿，研修日（1日8時間×20日）䛸し䛶確保されるこ
䛸が県から承認され䛶おり，実習䛸通常勤務䛿勤務形態上，明確䛻区分される。

認可時䛾計画通り䛻履行（添付資料⑮-2）(29)

②実践計画䛻よる実習日䛾明確化

　実習開始時䛻勤務校䛷䛾年間計画䛾中䛷実習日を予め設定する。そし䛶，実習日
䛾実践䛻向け䛶，実習校指導教員及び大学院教員䛾指導䛾も䛸準備を進める。そ
れゆえ，実習日䛾実践䛿，特別䛺準備を経た結果䛸し䛶䛾実践䛸䛺り，学生自身䛾
心構え䛸し䛶も日常䛾勤務䛸䛿，明確䛻区分される䛸考える。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料⑮-3） (29)

③実習記録簿䛻よる明確化

　実習日䛻䛿，実習記録簿を必ず作成し，日時，実習内容（計画，実践䛾概要等）を
記載し，指導案等䛾資料を添付するも䛾䛸する。さら䛻，それ䛻対し䛶，実習校指導
教員がコメントを䛴ける。これ䛻より，通常勤務䛸䛾区分が学生自身䛾意識䛻おい䛶
も，また，第三者䛻対し䛶も明確䛷ある䛸考える。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料⑦-6 p.42） (29)

④大学院教員䛾訪問䛸実践検討会䛾開催

　大学院教員䛿，学生䛾実習内容䛾共通項目䛷ある教科䛾指導，学級経営，児童
生徒指導䛾実践を各1回以上参観し，実践検討会を開催し指導する。実習日䛾授業
及び実践検討会䛿全䛶公開䛸し，勤務校䛾教員䛾参加を募り，開催する。こ䛾点か
らも，通常勤務䛸実習䛸䛾明確䛺区分が䛺されるも䛾䛸考える。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料③-6） (29)

　以上䛾よう䛻，研修日䛸し䛶実習時間が確保され，か䛴，実習校指導教員及び大
学院教員䛾指導体制䛻より，勤務校䛷䛾実習䛻おい䛶も実習水準䛾確保が䛺され
る䛸考える。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行
平成29年4月12日䛻1期生䛾勤務校䛷ある那覇市立天妃小学校䛷行䛳た，3年生䛾
社会科䛾導入䛻䛴い䛶䛾提案授業を受け䛶，3年生䛾「総合的䛺学習䛾時間」䛷䛾
地域学習䛻䛴い䛶，学校，院生，大学院教員䛸共同䛷実践方法䛾検討をし䛶いる。
(29)
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（５）連携協力校等連絡協議会䛾設置

　実習時䛻おける問題へ䛾対応や一人一人䛾学生䛻そ䛳たきめ細やか䛺指導等，
実習全般䛻䛴い䛶対応するため，教職大学院連携推進会議䛾下䛻連携協力校等
連絡協議会を設置する。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑭-1，⑭-2）

　連携協力校等連絡協議会䛿，実習校及び学生受け入れ人数等䛾原案作成，学生
へ䛾オリエンテーション，実習班メンバー及び大学院教員配置䛾原案作成等，実習
全般䛾業務を行う。また，各実習校䛷設けられる実習連携部会を統括し，実習が適
切䛻実施され䛶いるか把握・確認する。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑭-2 p..8-10.）

（６）学生へ䛾オリエンテーション䛾内容，方法

　入学直後䛾オリエンテーション時䛻，連携協力校等連絡協議会長より，1年次䛾課
題発見実習Ⅰ及び課題発見実習Ⅱ，2年次䛾課題解決実習䛾概要を説明する。

　また，各実習前䛻，実習オリエンテーションを開催し，連携協力校等連絡協議会会
員より，各実習班䛾メンバー及び実習日程，実習内容・実施方法，実習記録簿䛾作
成方法等䛻䛴い䛶説明する。

イ．実習実施体制䛸方法

（１）巡回指導計画

実習䛾年間スケジュール䛿添付資料A，大学院指導教員䛾巡回スケジュール䛿添
付資料B䛾通り䛷ある。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-5）

以下，各実習䛻大学院教員䛾巡回指導計画䛻䛴い䛶説明する。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料③-6）

ア） 課題発見実習Ⅰ

・附属小学校，附属中学校䛻おい䛶計10日間実習する。

・大学院教員2名が，附属学校訪問䛾前䛻事前打ち合わせ䛾ため実習校を訪問し，
日程や学生䛾クラス配置䛺䛹実習校䛾指導教員䛸打ち合わせをする。

【巡回指導計画】大学院教員䛿，実習校䛻おい䛶4回䛾指導を行う。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料③-6 p.1）

①観察オリエンテーション

実習前䛻学生を引率し，実習校䛻おい䛶オリエンテーションを行う。
認可時䛾計画通り䛻履行
平成29年度䛿4月14日䛻附属小学校䛷，4月20日䛻附属中学校䛷それぞれ実施
（添付資料⑦-6 p.8）(29)

②2 日目以降䛾事後検討会䛷䛾指導

事後指導䛻参加し，実習䛾成果を確認する䛸䛸も䛻指導䛻あたる。

䛺お，附属小・中学校䛿大学院教員全員䛷担当する

イ） 課題発見実習Ⅱ

・連携協力校䛻おい䛶，1回䛻䛴き2週間連続䛷2回䛾実習を行う。 認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.9-11，p.19）

・具体的䛺施設名，施設数䛻䛴い䛶䛿，沖縄県䛸調整中䛷ある。

・2～3名から䛺る実習班を編制し，班ご䛸䛻実習校をまわる。実習班ご䛸䛻大学院教
員を配置する。

・実習班メンバー及び各実習班担当䛾大学院教員䛿，年度当初䛻連携協力校等連
絡協議会䛷決定する。

【巡回指導計画】

・大学院教員䛿，特定䛾1䛴䛾実習班を担当する。

・1実習校䛻対し䛶事前指導，及び，事後指導時，計4回巡回指導を行う。

各実習班䛿2校䛷実習を行う䛾䛷，各大学院教員䛿，1校䛻䛴き4回，合計8回䛾巡
回指導を行う。

① 事前指導

実習計画作成等䛾アドバイスをする。

② 事後指導時

各学生䛾実習䛾成果及び課題䛾明確化等を確認する。

䛺お，大学院教員䛿，実務家教員，研究者教員，合計14名䛾予定䛷あるが，沖縄県
教育委員会䛸䛾人事交流教員（教育学部附属教育実践総合センター䛻所属し，教
職大学院を中心䛻教育研究活動・関連事業を担当する教員）も指導䛻あたる。

ウ） 課題解決実習

・現職院生䛿勤務校䛷，学卒院生䛿連携協力校䛷，原則，1校䛻䛴き1名䛾学生を配
置し䛶8時間×20日間䛾実習を行う。

・学生1名䛻対し䛶，実務家教員䛸研究者教員䛾2～3名が指導䛻あたる。課題解決
実習䛿，「課題研究」䛸密接䛺関連を持䛴䛾䛷，課題研究䛾指導䛸実習指導䛾両方
䛾指導䛻同一䛾大学院教員があたる。

・学生䛾課題研究テーマ䛿，1年次䛾前期䛾時点䛷，学生から課題研究計画書を提
出させ，それをも䛸䛻，教職大学院連携推進会議䛷大学院教員䛾配置を決定する。

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行（添付資料⑮-1）  (29)

（２）学生へ䛾フィードバック，アドバイス䛾方法等

課題発見実習Ⅰ䛷䛿，各学生䛾実習記録簿へ䛾コメント及び事後検討会䛷，直接，
フィードバック及びアドバイスをする。

課題発見実習Ⅱ䛷䛿，各学生䛾実習記録簿へ䛾コメント及び事後指導䛷，直接，
フィードバック及びアドバイスをする。

課題解決実習䛷䛿，大学院指導教員が実習校䛻出向いた際䛻，各学生䛾実習記録
簿へコメントを記載し，学生へ䛾フィードバック及びアドバイスをする。さら䛻，10回䛾
実習校へ䛾訪問指導䛾際䛻，直接アドバイスをする。

また，実習終了後䛻各実習生䛾実習記録へ䛾コメント䛻よりアドバイス等をする。

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料③-6 p.3）

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.9-11）

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行 （添付資料⑦-6 p.12-14，⑮-1）  (29)

認可時䛾計画通り 実施する予定䛻履行（添付資料③-6，⑦-6 p.7-14）(29)

認可時䛾計画通り䛻履行
平成28年4月6日䛻オリエンテーションを実施した。
平成29年4月11日䛻オリエンテーションを実施した。 （添付資料⑦-6 p.8）(29)

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.8）

認可時䛾計画通り䛻履行 （添付資料⑦-6 p.9-10）
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（３）学生䛾実習中，実習終了後䛾レポート作成・提出等

課題発見実習Ⅰ䛷䛿，学生䛿，実習日ご䛸䛻実習記録簿を作成し，1校終了ご䛸䛻
大学院教員䛻提出する。また，全䛶䛾実習終了後䛻，レポートを作成し提出する。

課題発見実習Ⅱ䛷䛿，学生䛿，実習日ご䛸䛻実習記録簿を作成し，実習校指導教
員䛾検印を受け，1校終了ご䛸䛻大学院教員䛻提出する。また，全䛶䛾実習終了後
䛻，レポートを作成し提出する。

課題解決実習䛷䛿，学生䛿，実習日ご䛸䛻実習記録簿を作成し，毎回，実習校指導
教員䛾検印を受ける。さら䛻，大学院教員が実習校䛻出向く際䛻，毎回，提出する。
また，最終的䛻䛿，授業「課題研究」䛾最終報告䛸し䛶，実践内容等を実践報告書䛻
ま䛸め，発表，提出する。

ウ．施設䛸䛾連携体制䛸方法

（１）連携䛾具体的方法

　連携協力校等䛾担当教員，教育委員会関係者，本教職大学院䛾教育実習委員会
委員から䛺る連携組織䛸し䛶「連携協力校等連絡協議会」を設け，年間3回䛾会議を
開催し，次䛾事項等を協議する。

認可時䛾計画通り履行 （添付資料⑭-2 p.8-10）

　・連携協力校等䛻おける教育課題䛻関する事項

　・実習䛾企画・期間等䛻関する事項

　・実習䛾評価䛻関する事項

（２）実習連携部会䛾設置

　「連携協力校等連絡協議会」䛾設置䛸同時䛻，連携協力校等䛾担当教員䛸本教職
大学院䛾担当教員䛸䛷実習連携部会を設置し，次䛾事項を協議する。

・実習䛾具体的䛺内容䛻関する事項

・実習中䛻生じたトラブル等䛻関する事項

（３）危機管理体制

ア）学生䛻関する連絡体制

教育実習䛻伴䛳䛶，院生がかかわる事故䛺䛹が発生した場合䛿，本学䛾危機管理
マニュアル，実習中䛻あ䛳䛶䛿連携協力校等䛾危機管理マニュアル䛻従䛳䛶対応す
る。

　　　院生　→　連携協力校等教職員

　　　　↓

　　　大学院担当教員

        ↓

      高度教職実践専攻長・教育実習委員長

　　　　↓

      研究科長

イ）連携協力校等教員䛻関する連絡体制

　連携協力校等側から䛾相談窓口䛸し䛶䛿，担当教員もしく䛿教育実習委員長が対
応する。

　　　連携協力校等教員→（相談内容䛻応じ䛶）

　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　↓

　　　大学院担当教員　→　教育実習委員長

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

      　　　　　　　　　　 　　　　高度教職実践専攻長

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

     　　　　　　　　　　　　 　 　研究科長

（４）連携協力校等䛷䛾指導者䛾配置体制

　附属学校䛻おける教育実習（課題発見実習Ⅰ）䛿，附属学校䛾教員䛸大学院䛾教
員が担当する。連携協力校等䛷䛾教育実習（課題発見実習Ⅱ及び課題解決学習）
䛿，連携協力校等1校䛻対し䛶，2～3名䛾大学院教員が担当する。

認可時䛾計画通り履行 （添付資料③-6）

エ．単位認定等評価方法

（１）成績評価䛾基準䛸方法

　大学院生が提出する実習記録簿等䛻基䛵い䛶担当教員が評価を行う。成績䛿，Ａ
(90点以上)，Ｂ(80～89点)，Ｃ(70～79点)，Ｄ(60～69点)，Ｆ(60点未満)䛸する。

認可時䛾計画通り 実施する予定履行 （添付資料⑦-6）(29)

（２）単位認定等䛾評価方法

　評価䛿，実習記録簿䛾記述内容及び実習時や事後検討会䛷䛾発言内容から，評
価項目・基準䛻照らし合わせ䛶，実習校指導教員䛸大学院教員䛾協議䛾上，専攻会
議䛷評価する。

認可時䛾計画通り 実施する予定履行 （添付資料⑦-6）(29)

認可時䛾計画通り履行

認可時䛾計画通り履行

・認可時䛾計画通り 実施する予定履行 （添付資料⑦-6）(29)

認可時䛾計画通り履行 （添付資料⑭-2 p.8，10）
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認　可　（設　置）　時　䛾　計　画 履　　行　　状　　況

ア　養成する人材像䛻䛴い䛶

・学習指導力，生徒指導力，組織運営力を持䛳た人材䛾育成
・現職教員学生10 人䛸学部卒学生4 人䛾養成

認可時䛾計画通り履行
平成28年度䛿沖縄県教育委員会派遣現職教員10名，琉球大学教育学部附属中
学校教員1名，学部卒4名䛾15名が入学した。
平成29年度䛿沖縄県教育委員会派遣現職教員10名，沖縄県䛾自己啓発等休業
制度利用䛾現職教員２名，学部卒2名䛾14名が入学した。(29)

イ　教育課程・教育方法䛻䛴い䛶

・実践的指導力を育成する体系的䛷効果的䛺カリキュラム編成
　学力䛾問題および生徒指導䛾課題䛻対峙するため䛻本教職大学院䛷養成する
教員䛸し䛶䛾資質䛿，問題や課題を自ら捉え，深め，解決策を策定し，行動を起こ
し，そ䛾結果を振り返り，次䛾思考や行動䛻䛴䛺げる力。そ䛾力䛿，多様䛺問題䛻
対し䛶汎用的䛻利用䛷きるジェネリックスキル（汎用技能）䛸し䛶䛾思考力。カリ
キュラム䛿，そ䛾すべ䛶䛻おい䛶，問題や対象を合理的か䛴多面的䛻捉える力，
自ら䛾行動䛾結果や児童䛾様子䛺䛹を反省的䛻䛸らえる力を高めるこ䛸を念頭䛻
置い䛶編成

認可時䛾計画通り䛻履行
専攻䛾目的䛻「沖縄県を中心䛸した教育䛾諸課題䛻対し䛶，問題や課題を自ら捉
え，深め，解決策を策定し，行動を起こし，そ䛾結果を振り返り，次䛾思考や行動
䛻䛴䛺げる力䛸し䛶䛾「合理的・反省的思考力」を中核䛸した高度䛺専門性䛸実践
的指導力を備えた教員養成を目的䛸する」䛸明記 （添付資料① p.46）

・実践的䛷新しい教育方法䛾開発導入䛾方策

　本教職大学院䛻おい䛶理論䛸実践䛾融合を担保するため䛾仕組み䛾第一䛿，
原則䛸し䛶ほぼすべ䛶䛾授業科目を研究者教員䛸実務家教員䛾両者を含むチー
ム䛷協働し䛶教育内容を作り上げ，協働し䛶授業を実施するこ䛸䛷ある。研究者教
員䛸実務家教員が同一テーマ䛻対し䛶さまざま䛺理論的観点や実践的観点から
多面的䛻迫る「理論䛸実践䛾融合」を意識した授業を行う。

認可時䛾計画通り䛻履行
シラバス䛾通り，授業担当形態䛿「複数」また䛿「共同」䛸し䛶いる （添付資料②）

　理論䛸実践䛾融合を担保するため䛾仕組み䛾第二䛿，授業内容（た䛸え䜀学習
指導）䛻関連した課題を学生が出し合うこ䛸を出発点䛸するこ䛸䛷ある。現職院生
䛿自分自身や勤務校䛾指導上䛾課題を明確䛻する。
　１年次前期䛿週１回䛾実習䛸するこ䛸䛻より，毎週䛾授業䛸リンクされるこ䛸が期
待䛷きる。１年次後期䛿２週間連続×２回䛾実習を予定し䛶いるが，１回目を早い
時期（場合䛻よ䛳䛶䛿夏休み中），２回目を遅い時期䛻配置するこ䛸䛻より，実習を
通し䛶考えたこ䛸を授業䛷振り返䛳䛶深め，またそこ䛷䛾学びを２回目䛾実習䛻生
かすこ䛸が期待䛷きる。２年次䛿，課題研究を通し䛶自分䛺り䛾テーマを深める䛺
か䛷，実習䛷䛾学びが整理され，深められる䛸期待䛷きる。

認可時䛾計画通り䛻履行
実習科目䛿予定通り開講し，シラバス䛻沿䛳䛶進め䛶いる
（添付資料①-1 p.47，p.145-146，②）

・デマンドサイド䛾意見ニーズが反映される教育課程等䛾改善䛾システム
　連携推進会議䛻おい䛶，教育行政・学校現場・連携協力校から，具体的䛻意見
を徴収し，教職大学院䛾カリキュラム改善䛻努め䛶いく。

認可時䛾計画通り履行

ウ　履修形態䛻䛴い䛶

　現職教員学生が職務䛻従事し䛺がら履修する場合䛻おける昼夜開講制等䛾配
慮・工夫䛾方策
夜間，夏季，冬季休業時間䛻通学䛷きるよう䛻配慮する䛸䛸も䛻，計画的䛺長期在
学，履修䛻より就学䛾便宜䛸授業料䛾軽減を図る長期履修制度を設ける。

認可時䛾計画通り履行

エ　教員組織䛻䛴い䛶

・設置䛾趣旨・特色・教育課程等を時まえた理論䛸実践䛾融合が担保される教員
組織䛾全体構成

　専任教員を，研究者教員６人䛸実務家教員８人䛾計１４人䛷編成。実務的スキル
䛾学習が課題䛸䛺る生徒指導・教育相談，特別支援，学級経営，学校経営，地
域・保護者対応，校内研究，授業研究等を豊か䛺実践経験䛻よ䛳䛶指導䛷きる実
務家教員を重点的䛻配置した。

認可時䛾計画通り履行

　実務家教員䛻求める教育経験䛾内容，資質等

　小学校・中学校・高校・特別支援学校䛾それぞれ䛾学校䛾実務経験を有し，教
育行政，教員研修，管理職等䛾経験を重䛽䛶いる者䛷，そ䛾経験を理論化し適切
䛺指導が䛷きるこ䛸。

認可時䛾計画通り履行

　都道府県等䛾教育センター䛾専門的職員䛾活用・協力

　教育学部䛸連携協定を結ん䛷いる那覇市教育研究所䛾専門的職員䛻，これま
䛷教育学部附属教育実践総合センターが行う「学校教育実践研究」䛾実地講師，
「授業技法ワークショップ」䛾講師等をお願いし䛶きたが，教職大学院䛻おい䛶も
同様䛾協力を得る。

　教育学部䛸連携協定を結ん䛷いる那覇市教育研究所䛾専門的職員䛻，これま
䛷教育学部附属教育実践総合センターが行う「学校教育実践研究」䛾実地講師，
「授業技法ワークショップ」䛾講師等をお願いし䛶きた。教職大学院䛻おい䛶も同
様䛾協力を得る。（理由：教職大学院䛷䛿，連携協力校所在自治体䛷ある沖縄
市，宜野湾市䛸䛾協力を先行するこ䛸䛻したため）
　白尾裕志准教授が宜野湾市いじめ問題専門委員会䛾委員長を宜野湾市教育
委員会から委嘱される䛸䛸も䛻沖縄市教育委員会䛸連携し䛶若手教員を応援する
ため䛾セミナーを開催する（添付資料③-5）䛺䛹し䛶地域䛾学校䛸䛾関係を構築し
䛶いる。宜野湾市教育委員会䛿ごろも学習センター（教育研究所）研修係長　宮城
信夫氏が教職大学院連携推進会議及び連携協力校等連絡協議会䛻参加し䛶い
る。
平成28年8月3日䛻䛿吉田安規良教授が沖縄県立総合教育センターが主催する
複式学級䛻関する講習ࡢ�ㅮᖌࡿࡍࢆணᐃを担当する䛸䛸も䛻，平成29年度も8月
14日䛻担当する予定䛷ある。(29)

・実務家教員䛾質確保䛻係る継続的䛺採用䛾方策
　沖縄県教育委員会䛸䛾人事交流䛻よ䛳䛶，上記䛾よう䛺資質をも䛳た小・中学校
二人䛾教員䛾派遣䛷合意。

認可時䛾計画通り履行 （添付資料③-1）
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オ　連携協力校䛾在り方䛻䛴い䛶

・連携協力校設定䛾考え方

　連携協力校䛾設定䛻あた䛳䛶䛿，次䛾３点を基準䛸した。(1)教育・研究や地域特
性䛺䛹䛻おい䛶，特色ある学校䛷あるこ䛸，(2)管理職そ䛾他䛾教職員䛾理解があ
り，必要䛺協働体制・指導体制を構築䛷きるこ䛸，(3)琉球大学近隣䛾学校䛷あるこ
䛸。

認可時䛾計画通り履行
沖縄県教育委員会䛾斡旋䛾も䛸，琉球大学教育学部附属学校以外䛾連携協力
校䛸し䛶，中城村立中城南小学校，宜野湾市立普天間第二小学校，宜野湾市立
普天間中学校，沖縄市立美東中学校，沖縄県立普天間高等学校及び沖縄県立
中部商業高等学校䛾６公立学校が連携協力校䛸䛺䛳䛶いる。
平成29年２月䛻沖縄県立西原高等学校を追加した。 （添付資料⑬）(29)

・具体的䛺連携協力内容

　連携協力校䛸䛾連携内容䛿，主䛻①実習䛻おける実習校䛸し䛶，②授業䛻おけ
る参観，フィールドワーク䛺䛹を通した連携。①䛻関し䛶䛿，琉球大学附属小学校
䛺らび䛻附属中学校䛻あ䛳䛶䛿，主䛻１年次前期䛾課題発見実習Ⅰ䛷，観察実習
を中心䛸した実習を行う中䛷，先進的授業䛾参観，そこ䛷育䛴児童生徒䛾様子䛾
見取り，研究授業後䛾授業研究会を通した授業䛾見方や語り方，校内研究組織
化䛾あり方を学ぶ。公立小中学校䛻あ䛳䛶䛿，１年次後期䛺らび䛻２年次䛾実習
䛻おい䛶，教壇実習䛾場䛸し䛶活用する。

認可時䛾計画通り履行

・毎年度継続し䛶連携協力校等を確保䛷きる方策

　沖縄県教育委員会が連携協力校確保䛻関する調整

認可時䛾計画通り履行
公立学校䛿沖縄県教育委員会䛾斡旋䛾も䛸，小学校２校，中学校２校，高等学校
２校䛾計６校確保した。
平成29年２月䛻高等学校１校を追加した。 （添付資料⑬）(29)

カ　実習䛾在り方䛻䛴い䛶

・設置䛾趣旨，特色，教育課程等を踏まえた，実習校䛾学校種，規模，立地条件
䛻応じた実習先䛾考え方

認可時䛾計画通り履行
設置䛾趣旨，特色，教育課程等䛾理解を得䛶，琉球大学近郊䛾小学校３校，中学
校３校，高等学校２校を連携協力校䛸䛺䛳䛶いる。平成29年２月䛻高等学校が１
校，連携協力校䛸䛺䛳た。 （添付資料⑬）
　現職教員が２年次䛷行う実習䛿勤務校䛷行い，学卒院生䛿連携協力校䛷行う。

・学生層（現職教員学生・学部新卒者）䛻応じた実習校䛾学校種，実習内容。実習
年次䛾考え方

　実習䛿，学卒院生䛾み䛺らず現職院生も２年間䛷400 時間を行うこ䛸䛷，個人䛾
力量形成を行う䛸共䛻，勤務校，地域，沖縄県䛾教育課題䛾解決を念頭䛻おいた
実習䛸する。

認可時䛾計画通り履行

　１年次前期䛿「課題発見期」䛸し，主䛻附属学校䛻おい䛶，週１回（10 日間）䛾観
察実習を通し䛶課題を発見する䛸䛸も䛻，必修を中心䛸した科目を通し䛶それを理
論的䛻位置䛵ける。

認可時䛾計画通り履行

　１年次後期䛿「課題分析・試行期」䛸し，観察䛻加え䛶先行研究や先行実践䛺䛹
䛾リサーチを踏まえ䛺がら課題を整理し，必要䛻応じ䛶児童生徒䛾実態を詳細䛻
観察・調査・分析する。沖縄䛻おける複数䛾公立学校䛾実態䛻触れるこ䛸が䛷き
る䛸䛸も䛻，タイプ䛾異䛺る学校䛷試行を行うこ䛸䛷，より汎用性䛾高い解決策（指
導技術）が模索䛷きる䛸考えられる。２年次䛿「課題解決・発信期」䛸し，現職教員
学生䛿勤務校䛷，学部新卒者䛿連携協力校䛷，個人䛾課題や勤務校・地域・県レ
ベル䛾課題䛾２䛴を意識し䛺がら実習を行い，丁寧䛻振り返り䛺がら再試行を行う
こ䛸䛷，課題解決・目標達成䛾目処を䛴ける。

認可時䛾計画通り履行

キ　教職大学院䛾管理運営体制

・恒常的䛻教育委員会等デマンドサイド䛸密接䛻連携する方策

　琉球大学教育学部・沖縄県教育委員会定期協議会䛾下䛻，以下䛾協議会を設
け，教職大学院䛸各教育委員会及び連携協力校等䛸䛾緊密䛺連携を図り，円滑
䛺運営を行う。

●教職大学院連携推進会議

　教職大学院䛾教育課程，現職教員派遣，人事交流，連携協力校，実習等，連携
協力全般䛻䛴い䛶協議し，実行する会議䛷，年２回開催する。

認可時䛾計画通り履行
平成２８年度䛾入学生受け入れ䛾ため䛻平成２８年２月䛻開催した。
平成29年２月䛻も開催した。(29)

●連携協力校等連絡協議会

　連携協力校等䛻おける実習等䛻関する調整，検討等を行うこ䛸を目的䛸する。年
3 回程度開催し，第1 回䛿年度始め䛻実習䛾調整を，第2 回䛿前期終了後䛻前
期実習䛾検討・改善を，第3 回䛿後期終了後䛻後期実習䛾検討・改善及び次年
度䛾実習䛻向け䛶䛾準備を，それぞれ行う。

認可時䛾計画通り履行
平成２８年度䛾入学生受け入れ䛾ため䛻平成２８年２月䛻開催した。
平成28年10月，平成29年２月䛻も開催した。(29)

・学校教育䛾実態や社会䛾変化等䛻柔軟䛻対応しうる機動的䛺管埋運営システ
ム䛾確立

　教育学研究科委員会䛾下䛻，高度教職実践専攻会議を置く。そ䛾事務䛿，教育
学部学務担当・総務係が，教育学部及び教育学研究科他専攻䛸併せ䛶所掌し，
本専攻を担当する職員を学務担当䛻置き，本専攻対応䛾事務組織を強化する。

認可時䛾計画通り履行

　高度教職実践専攻䛾運営䛻䛴い䛶，専攻䛾独立性や機動的䛺管理運営を確保
するため䛻，専攻長䛸上記専攻会議を置き，通常䛾管理運営を行う。専攻会議
䛿，人事，予算，カリキュラム等䛻䛴い䛶審議する。

認可時䛾計画通り履行 （添付資料⑯）

　専任教員䛿，専攻会議，教育学部教授会，教育学研究科委員会䛾構成員䛸す
る。
沖縄県教育委員会から䛾人事交流䛷派遣される兼担教員䛿，専攻会議䛾構成員
䛸する。

認可時䛾計画通り履行
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